
事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

1 ○
保育所施設整備の助成
【子育て支援課】

18市町75か所に対し助成予定 17市町74か所

2 ○
認定こども園施設整備の助
成
【子育て支援課】

9市町14か所に対し助成予定 10市町21か所

3 ○
放課後児童クラブへの助成
【子育て支援課】

54市町村1,357か所に対し助成予定 54市町村1,377か所 2,092,300 2,070,936

4 ○
病児保育事業への助成
【子育て支援課】

36市町166か所に対し助成予定 36市町村170か所 338,200 341,383

5 ○

幼稚園・小学校の教員､保育
士等による研究協議等の実
施
【（教）学習指導課 】

公私立幼稚園教諭､小学校の教員､保育士等を参加
対象とする幼稚園教育課程研究協議会を年2回実施
する｡

公私立幼稚園教諭､小学校の教員､
保育士等を参加対象とする幼稚園教
育課程研究協議会を年2回実施し､幼
児教育諸課題について協議を行った｡

0 0

6 ○
幼稚園における預かり保育
の推進
【学事課】

幼稚園の教育時間の前後や休業期間中(土日祝日･
長期休業)に､園児を幼稚園内で過ごさせる｢預かり保
育｣を実施する学校法人立等幼稚園に対し人件費を
補助することにより､保護者の育児負担の軽減及び
仕事と生活の調和の促進を図る｡

通常日預かり保育に対する人件費の
補助【252園/264,131千円】
長期休業日預かり保育に対する補助
【217園/43,354千円】
土日祝日預かり保育に対する補助
【17園/3,387千円】
合計255園に対し310,872千円を交付

358,000 310,872

7 ○
放課後等デイサービス事業
の充実
【障害福祉事業課】

29年度から義務化した有資格者の配置や情報提供
等の義務化について､実施状況の確認等を進め､提
供されるｻｰﾋﾞｽの質の向上を目指す｡

 放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業者の量的拡
大を図るとともに､ｻｰﾋﾞｽ内容に係る
情報提供､ｻｰﾋﾞｽ提供･運営体制等に
関する自己評価や保護者による評
価､評価及び改善内容の公表の浸透
を図った｡

0 0

8 ○
障害児短期入所の充実
【障害福祉事業課】

強度行動障害者(児)や重症心身障害者(児)を受け入
れた短期入所事業所に対し報酬の加算を行う｡

強度行動障害者(児)や重症心身障害
者(児)を受け入れた短期入所事業所
に対し報酬の加算を行った｡

6,000 5,656

9 ○
「ちばMy Style Diary」事業
【子育て支援課】

 結婚から妊娠･出産､子育てまでの切れ目のない支
援として､県や市町村からの支援情報の提供や､健
康･育児に関する相談受付などを行うｽﾏｰﾄﾌｫﾝ用ｱﾌﾟ
ﾘを配信する｡

ｱﾌﾟﾘﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ者数
17,938人
(平成31年3月31日時点)
※ｱﾝｲﾝｽﾄｰﾙ数を含まない

19,000 18,954

10 ○
子どもの医療費助成の実施
【児童家庭課】

子どもの保健施策の充実及び保護者の経済的負担
の軽減を図るため､子どもの疾病に係る医療費につ
いて､市町村が行う医療費助成に要する経費を助成
する｡
･助成対象
 入院 中学校3年生まで･ 通院 小学校3年生まで
･自己負担 入院1日､通院1回につき300円･所得制限 
児童手当に準拠･支給方法 現物給付

給付実績 
･延べ件数    7,112,321件
･延べ日数  10,306,195日 
(県基準)入院:中学校3年生まで､通院:
小学校3年生まで
･所得制限 児童手当に準拠

6,700,000 5,790,269

11 ○
定期巡回・随時対応型訪問
介護看護サービスの普及
【高齢者福祉課】

介護を必要とする高齢者の在宅生活を支えるため､
日中と夜間を通じて介護と看護の両方のｻｰﾋﾞｽを受
けることができる｢定期巡回･随時対応型訪問介護看
護｣ｻｰﾋﾞｽの普及を図る｡
○市町村又は民間事業者が実施する施設整備事業
に対し市町村が補助する事業に対して市町村に交付
する｡
○開設時から安定した質の高いｻｰﾋﾞｽを提供する体
制整備等を支援するため､開設前6ｶ月の準備に必要
な人件費等の経費について､市町村又は民間事業者
に補助する事業に対して市町村に交付する｡

○民間事業者が実施した施設整備事
業1市1施設に対する市の補助事業に
対して交付金を交付する(R1年度に繰
越)｡(3,424千円)
○民間事業者が新たに施設を開設し
た2市2施設に対する市の開設準備経
費補助に対して交付金を交付した｡
(21,275千円)

371,370 24,699

12 ○
特別養護老人ホーム等の施
設整備
【高齢者福祉課】

社会福祉法人及び市町村が整備する定員30名以上
の広域型特別養護老人ﾎｰﾑに対して補助を行う｡

社会福祉法人が整備する特別養護
老人ﾎｰﾑ8市町8施設654床の整備に
対して補助を行った｡(2,943,000千円)
R1年度に完成する特別養護老人ﾎｰ
ﾑ6市6施設426床の整備に対して概
算払を行った｡(191,700千円)

3,184,000 3,134,700

13 ○
福祉・介護人材の確保と定着
促進
【健康福祉指導課】

2025年に約28千人の介護職員が不足すると言われ
ている中､就業促進事業､潜在有資格者再就業促進
事業､ﾏｯﾁﾝｸﾞ機能強化事業､ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修支援事業
等の福祉･介護人材の確保･定着事業を実施する｡

県内の各地域におけるあらゆる世代
の介護人材の更なる確保を図ること
を目的に､小学生から一般の方を対
象とし､介護の大切さと魅力を伝える｢
介護人材就業促進事業｣や､介護人
材のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟを促進するため､｢介護
人材ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修事業｣など181の
事業を実施した｡今年度は､50歳以上
のｼﾆｱの方を対象に｢期待しています!
ｼﾆｱ人材事業｣を実施し､8名の方が
就労につながった｡

217,500 85,572

【基本目標Ⅰ　あらゆる分野で男女がともに活躍できる環境づくり】
　基本的な課題１　ライフステージに応じた仕事と生活の調和の促進
　　施策の方向①　子育て・介護への支援

重点 事業名

第４次千葉県男女共同参画計画　施策進行管理票

事業
番号

2,199,016

平成３０年度

3,922,000
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

14 ○
男女共同参画に積極的に取
り組んでいる事業所の表彰
【男女共同参画課】

女性の登用･職域拡大や仕事と家庭の両立支援等に
積極的に取組んでいる県内の事業所を公募により募
集し､表彰を行う｡
また､受賞事業所については､千葉県男女共同参画
推進連携会議 産業部会において､取組の発表等を
行い､県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載するなど幅広く周知する｡

平成30年度は､3社より応募があり､審
査の結果､株式会社ﾋﾛﾊﾏ千葉工場が
奨励賞を受賞した｡

47 38

15 ○

普及セミナーの開催
（平成29年度より「ワーク・ラ
イフ・バランスセミナーの開
催」）
【雇用労働課】

働き方改革について普及啓発を図るため､一般県民
等を対象として､有識者による講演や企業の事例発
表等を盛り込んだｾﾐﾅｰを1回開催する｡

働き方改革について普及啓発を図る
ため､一般県民等を対象として､有識
者による講演や企業の事例発表等を
盛り込んだｾﾐﾅｰを1回開催した｡
○ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽｾﾐﾅｰ
専門家による講演(企業の事例紹介
を含む)等を内容とするｾﾐﾅｰを1回開
催した｡

160 144

17 ○
“社員いきいき！元気な会
社”宣言企業の募集・公表
【雇用労働課】

社員の仕事と家庭の両立支援に積極的に取り組ん
でいる企業を募集し､県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で｢“社員いき
いき!元気な会社"宣言企業｣として広く紹介する｡

社員の仕事と家庭の両立支援に積極
的に取り組んでいる企業を募集し､県
のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で｢“社員いきいき!元
気な会社"宣言企業｣として広く紹介し
た｡
30年度宣言企業70社公表
延べ822社公表

200 146

18 ○
両立支援制度に関する周知
広報
【雇用労働課】

企業の人事労務担当者や県民を対象とした働き方改
革に関するｾﾐﾅｰ等の中で､両立支援に関する制度
や助成金を周知する｡

企業の人事労務担当者や県民を対
象とした働き方改革に関するｾﾐﾅｰの
中で､両立支援に関する制度や助成
金を周知した｡

0 0

20
労働安全衛生に係る意識高
揚の促進
【雇用労働課】

全国労働衛生週間に合わせて市町村及び県の関係
機関に趣旨の周知と広報の協力を依頼する｡千葉県
産業安全衛生会議の関係機関と協力して活動する｡

全国労働衛生週間に合わせて市町
村及び県の関係機関に趣旨の周知と
広報の協力を依頼した｡千葉県産業
安全衛生会議の関係機関と協力して
活動した｡

100 100

21
働く人のメンタルヘルス特別
相談の実施
【雇用労働課】

労働者の不安やｽﾄﾚｽなどの心の健康に関する相談
に､ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽの専門家が対応する｡

労働者のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する相談15
件に対応した｡

施策コード33
の予算に含む

施策コード33
の決算に含む

22
ワークルール講座の開催
【雇用労働課】

安心して長く働き続けられるためには､実際の就労に
役立つ労働法の基礎知識を身につけることが大切で
あることから､若者を対象に､労働法の基礎等ﾜｰｸﾙｰ
ﾙを学ぶ機会を提供する｡

県立高等学校10校で講座を開催し
た｡

180 176

19 ○

県職場における仕事と家庭
の両立が可能な職場環境の
整備
【総務課】
【（教）教育総務課】
【（教）教職員課】
【（警）警務課】

・「千葉県職員育児・看護のための両立支援ハンド
ブック」や新規採用職員研修､育児休業取得者セミ
ナー等により､更なる制度の周知及び啓発に努めて
いく。【総務課､（教）教育総務課】

・誰もがやりがいや充実感を感じながら働くことがで
きるよう､仕事と育児・介護との両立に対する理解を
醸成する。【（警）警務課】

392 285

･｢千葉県職員育児･看護のための両
立支援ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ｣や新規採用職員研
修､育児休業取得者ｾﾐﾅｰ等により､
制度の周知及び啓発に努めた｡
･平成31年4月に向けて､全ての職員
が働きやすい環境を整備するため､朝
型勤務の追加等､時差出勤の拡充を
行った｡
･働きやすい職場環境の整備に向け､
7月24日から8月22日の1ｶ月間､時間
や場所を有効に活用できるﾃﾚﾜｰｸの
試行を実施した｡【行政改革推進課】
･仕事と育児･介護との両立に対する
理解を浸透させるため､管理職に対す
る部外講師教養のほか､育児休業者
に対する｢育児休業者等復帰前研
修｣､配偶者(夫)に対する｢ｲｸﾒﾝ研修｣
を実施し､｢ｲｸﾎﾞｽ｣の重要性､両立支
援のための制度の周知､誰もがやり
がいや充実感を感じながら働ける職
場環境の構築の必要性の理解等を
促進した｡【(警)警務課】

16 ○

両立支援アドバイザーの企
業派遣
（平成29年度より「働き方改
革アドバイザーの養成及び派
遣」）
【雇用労働課】

働き方改革への取り組みを希望する企業に対して､
働き方改革ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣し､業務改善等のｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｽを行う｡
併せて､働き方改革ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事業の活用を促
すことを兼ねて､働き方の見直しに関心のある企業等
を対象としたｾﾐﾅｰ･ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを計3回､地域相談会を
3回開催する｡
働き方改革の好事例集の作成･配付も行う｡

働き方改革への取り組みを希望する
企業に対して､働き方改革ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
を派遣し､業務改善等のｱﾄﾞﾊﾞｲｽを
行った｡
併せて､働き方改革ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事
業の活用を促すことを兼ねて､働き方
の見直しに関心のある企業等を対象
としたｾﾐﾅｰ･ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを計3回､地域
相談会を5回開催した｡働き方改革の
好事例集の作成･配付も行った｡
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派遣:22社(延べ86回)
○企業向け働き方改革ｾﾐﾅｰ
専門家によるｾﾐﾅｰを2回開催した｡
○ちば｢働き方改革｣公労使ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
働き方改革に関する有識者による基
調講演､企業の事例発表､ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽ
ｶｯｼｮﾝを内容とするｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを1回開
催した｡
○地域相談会
働き方改革ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる相談会を
5回開催した｡
○好事例集の作成･配付:2000部

16,640 16,186

　　施策の方向③　誰もが健康で安心して働ける環境の整備

　　施策の方向②　ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の普及促進
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

23
子育て支援講座､親子講座の
開催
【（教）生涯学習課】

さわやかちば県民ﾌﾟﾗｻﾞで4講座44回実施予定｡

｢子育て広場すくすく｣24回(うち座談会1回)
｢子育て講演会｣1回
｢おはなし夢空間｣11回
｢子ども科学教室｣8回

5講座実施し,実施回数と参加者数は
以下のとおり｡
･子育て広場｢すくすく｣24回,のべ409
名
･子育て講演会1回,65名
･おはなし夢空間11回,197名
･子ども科学教室4回,200名
･親子ものづくり教室2回,104名

81 38

25 ○
千葉県男女共同参画地域推
進員制度の充実
【男女共同参画課】

各市町村で活躍する地域推進員を増やす｡
･地域推進員設置市町村数:43市町村 63名(H30.8.15
現在)
･県内6地域で推進員の企画によるﾌｫｰﾗﾑ等を実施
予定 12事業程度

・地域推進員設置市町村数:42市町村
62名(H31.3.31)
･県内6地域で地域推進員による講座
等の開催(12事業705人)及び啓発用
新聞の発行

2,374 1,405

26 ○
ちば県民活動ＰＲ月間（11/23
～12/23）の実施
【県民生活・文化課】

多くの県民にNPOやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱのことを知っていただく
ため､｢ちば県民活動PR月間(11/23～12/23)｣を設け
て､市町村やNPOと連携･協力し､普及啓発活動を県
内各地域で集中的に展開する｡

ちば県民活動PR月間賛同行事への
ｸﾞｯｽﾞ提供による広報支援を20市町の
24行事､5団体に行った｡

0 0

27 ○
ホームページ､メールマガジン
を活用した広報啓発
【県民生活・文化課】

県内のNPO･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体の運営や活動を進めるう
えで必要な情報を収集し､提供するとともに､県民が
自主的な地域貢献活動に参加しやすくするため､
NPOやﾎﾞﾗﾝﾃｨｱに関する情報を｢千葉県NPO･ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱ情報ﾈｯﾄ｣やﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝにより配信する｡

○ｱｸｾｽ件数
･県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ(｢千葉県NPO･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
情報ﾈｯﾄ｣関連ﾍﾟｰｼﾞ)ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ
数:477,152件 
○情報発信件数
･民間団体等からの助成情報 84件
･千葉県が募集しているﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ情報 
24件

0 0

28 ○
地域づくり情報広場における
情報提供
【政策企画課】

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて､各地域で活動している地域づくり
団体の特色ある取組を中心に地域活動等の情報提
供を行う｡

地域づくり情報広場に､特色ある地域
活動団体を283団体掲載した｡また､本
ｻｲﾄへの平成29年度のｱｸｾｽ件数は
62,560件となった｡

0 0

29 ○
高齢者等の地域活動への参
画支援
【高齢者福祉課】

千葉県生涯大学校において､
○地域活動につながる学習内容とする｡
○指定管理者と県で管理運営について連携を図る｡
○指定管理者､市町村と連絡会議を開催し､情報共
有を図る｡
○各学園にｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し､卒業生の地域活動
の参加を支援する｡
○各学園で卒業生団体を組織化するよう努める｡

千葉県生涯大学校において､
○学習について､地域活動につなが
る実践的な学習内容に見直した｡
○運営協議会において､指定管理者
と県で管理運営について意見を交わ
し､連携を図った｡
○各学園にｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを10 名配置
し､卒業生の地域活動の参加を支援
した｡
○各学園で卒業生団体の組織化を進
めた｡

265,090 265,090

30 ○
観光人材の育成支援
【観光企画課】

外国人観光客の増加が見込まれるため､外国人観光
客にも満足いただけるような先進的なおもてなしにつ
いて情報を共有する研修｢海外観光ｹﾞｽﾄへのおもて
なし力向上事業｣及び外国語観光ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｶﾞｲﾄﾞの養
成講座｢東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた受入体制
の整備事業｣を実施する｡

外国人観光客等にも満足いただける
ような先進的なおもてなしについて情
報を共有する研修｢海外観光ｹﾞｽﾄへ
のおもてなし力向上研修｣(全14回､受
講者194名)及び､外国人観光客の受
入体制整備を図るため､｢外国語観光
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成講座｣(3地域各1回､受
講者51名)を実施した｡

11,500 11,057

【男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ&ﾈｯﾄﾜｰｸ会
議】
講演会として､瀬地山 角先生による｢
笑って考えよう｡未来のこと､男女(ひ
と)のこと｣と西山 恵美子先生による｢
男女共同参画ｾﾝﾀｰのﾐﾗｲ｣と､ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ会議を行った｡
【関係機関との連携講座】
･大学等との連携
千葉商科大学と連携して､｢初めの一
歩を学ぼう! ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成講座｣を
ﾃｰﾏに､女性の起業支援講座を実施
した｡
和洋女子大学と連携して､｢夏休み!親
子で学ぼう!!野菜不足解消講座｣をﾃｰ
ﾏに､親子で参加ができる食育講座を
実施した｡
･地域団体等との連携
千葉県医師会と連携して｢『終活』と医
療を考える 人生最期の時間をどう生
きるか｣をﾃｰﾏに､医師による講演と個
別相談会､参加医師によるお話し会を
実施した｡ 
千葉商工会議所等と連携して､｢あな
たの職場が選ばれる会社であるため
に必要なこと～人手不足･収益ｱｯﾌﾟの
処方箋ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ～｣をﾃｰﾏに講演を
実施した｡
【女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座】
地域活動の場などにおいて､ﾘｰﾀﾞｰと
して活躍する人材育成を目的とし､｢も
うひと花咲かせ隊｣をﾃｰﾏに､それぞ
れの女性の目標に合わせて､就労･就
農･起業とｼﾞｬﾝﾙを分けて講座を行っ
た｡ (全9回)

施策コード169
の予算に含む

施策コード169
の決算に含む

男女共同参画の意識啓発のためのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ､自己
啓発(ｽｷﾙｱｯﾌﾟ)講座及び関係機関と連携した専門的
講座を開催し､男女共同参画についての啓発と県民
の交流を図る｡
○男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
○男女共同参画社会づくりﾈｯﾄﾜｰｸ会議
○関係機関と連携した男女共同参画に関する専門
講座
･大学等との連携講座
･地域団体等との連携講座
○女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座

男女共同参画センターにおけ
る学習・研修の実施
【男女共同参画課】

24

　　施策の方向④　家庭生活における男女共同参画の推進

　　施策の方向⑤　地域活動における男女共同参画の促進
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

31
女性の活躍推進セミナー等
の開催
【雇用労働課】

企業の人事労務担当者や一般県民を対象に実施す
る､｢労働大学講座｣の一科目として､女性の活躍推進
に資するような内容の講座を扱う｡

｢労働大学講座｣において､女性活躍
推進を含む働き方改革の講座を実施
し､108名が参加した｡

87
（講座1回分）

76
（講座1回分）

32
男女共同参画に積極的に取
り組んでいる事業所の表彰
【男女共同参画課】

女性の登用･職域拡大や仕事と家庭の両立支援等に
積極的に取組んでいる県内の事業所を公募により募
集し､表彰を行う｡
また､受賞事業所については､千葉県男女共同参画
推進連携会議 産業部会において､取組の発表等を
行い､県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載するなど幅広く周知する｡

平成30年度は､3社より応募があり､審
査の結果､株式会社ﾋﾛﾊﾏ千葉工場が
奨励賞を受賞した｡

47 38

33
労働相談の実施
【雇用労働課】

専門の相談員が労働問題全般について､労働問題解
決に向け具体的なｱﾄﾞﾊﾞｲｽを行う｡

労働相談実績
○一般労働相談(2,149件)
○特別労働相談(50件)
･弁護士による特別労働相談(35件)
･働く人のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ相談(15件)

9,665 8,684

34
“社員いきいき！元気な会
社”宣言企業の募集と公表
【雇用労働課】

社員の仕事と家庭の両立支援に積極的に取り組ん
でいる企業を募集し､県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で｢“社員いき
いき!元気な会社"宣言企業｣として広く紹介する｡

社員の仕事と家庭の両立支援に積極
的に取り組んでいる企業を募集し､県
のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で｢“社員いきいき!元
気な会社"宣言企業｣として広く紹介し
た｡
30年度宣言企業70社公表
延べ822社公表

200 146

35
事例発表会（セミナー）の開
催
【雇用労働課】

働き方改革について普及啓発を図るため､働き方の
見直しに関心のある企業や一般県民等を対象とした
ｾﾐﾅｰを開催予定｡

働き方改革について普及啓発を図る
ため､働き方の見直しに関心のある企
業や一般県民等を対象としたｾﾐﾅｰを
開催した｡
○ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽｾﾐﾅｰ
専門家による講演(企業の事例紹介
を含む)等を内容とするｾﾐﾅｰを1回開
催した｡
○企業向け働き方改革ｾﾐﾅｰ
専門家によるｾﾐﾅｰを2回開催した｡
○ちば｢働き方改革｣公労使ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
働き方改革に関する有識者による基
調講演､企業の事例発表､ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽ
ｶｯｼｮﾝを内容とするｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを1回開
催した｡

施策コード
15,16の予算に
含む

施策コード
15,16の予算に
含む

36
農山漁村女性団体ネットワー
クの活動支援
【担い手支援課】

農業･畜産業･林業･水産業の各分野の女性団体が
連携して､農山漁村の男女共同参画を推進するため､
各団体と関係機関で構成されるﾈｯﾄﾜｰｸ組織の活動
を支援する｡団体間の交流促進､連携･活動体制の強
化を図るための組織代表者によるﾘｰﾀﾞ会議､千葉県
農山漁村いきいき研修会の開催等の活動を支援す
る｡

 農山漁村女性団体ﾈｯﾄﾜｰｸの幹事会
であるﾘｰﾀﾞｰ会議を3回開催し､会議
の活動方針等を協議した｡研修会に
は､農林漁業者や関係機関など合計
218名の参加があり､経営参画や社会
参画を実践している県内女性農林漁
業者による事例発表､女性の農業士
等の認証状況や要件の情報提供を
行い､男女共同参画に対する意識の
向上を図った｡
 また､改選のある市町村(16組織)及
び農業協同組合(5組織)に､農業委員
や農業協同組合理事への女性登用
の要望書を提出し､登用が進んだ｡

300 115

37

農山漁村男女共同参画地区
推進会議の運営
【担い手支援課】

農山漁村の男女共同参画の推進母体である農山漁
村男女共同参画地区推進会議は､県内10地区にお
いて､県･市町村･関係団体等により構成され､事務局
として農業事務所が運営に当たっている｡農業事務
所は､各地区の実情に合わせて､男女共同参画の推
進に関する関係機関･団体等との連携活動や研修会
等を実施する｡

 県内10農業事務所において､農山漁
村男女共同参画地区推進会議及び
幹事会を14回､ｾﾐﾅｰを14回開催した｡
地区推進会議では､地区の実情に合
わせて農業･畜産業･林業･水産業の
代表者が参加し､地区全体での話し
合いを行った｡男女共同参画を推進す
るためのｾﾐﾅｰでは､農業委員や団体
役員等､地域で活躍している女性が
事例発表や講演を行い､女性の経営
参画及び社会参画の推進等への意
識向上を図った｡

680 324

38
農山漁村の女性リーダー等
の活動支援
【担い手支援課】

農山漁村の男女共同参画のﾘｰﾀﾞｰである千葉県農
山漁村いきいきｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰをはじめとした女性ﾘｰﾀﾞｰ
等の活動支援により､女性の経営参画及び組織活
動､地域活動などの社会参画への意識の向上を図
る｡

 研修会には75名の参加があり､ﾘｰ
ﾀﾞｰとして活躍している女性農業者の
講演等により､ﾘｰﾀﾞｰとしての資質向
上を図った｡
 また､国が開催する研修会に派遣を
行った｡

80 75

39
パートナーシップ型農業経営
体の育成
【担い手支援課】

作業の効率化等による労働改善や､就業条件整備等
の労働生産性の向上をめざす研修会､6次産業化に
つながる起業活動についての研修会等を実施し､構
成員全員が経営に参画するﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ型農業経営
体の育成を目指す｡

 県域及び県内10農業事務所におい
て､女性農業者の経営参画促進のた
めの研修会､起業家や起業志向者を
対象とした技術向上研修会､農業労
働改善を目指す研修会等を開催し､
ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ型農業経営体の育成を
図った｡

1,820 1,587

　基本的な課題２　労働の場における男女共同参画の促進
　　施策の方向①　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

　　施策の方向②　農林水産業における男女共同参画の促進
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

40
次世代女性農業者育成のた
めの研修会の開催
【担い手支援課】

若手女性農業者の資質向上研修､交流会等を開催
し､県内若手女性農業者の掘り起こしと主体的な経営
参画の推進を図る｡

 県内及び10農業事務所において､若
手女性農業者を育成するための研修
会を開催し､経営参画に必要な知識･
技術習得の支援を行った｡､
 また､交流会の開催による情報交換
等の支援を行った｡

520 57

41
林業関係女性活動グループ
の支援
【森林課】

林業女性ｸﾞﾙｰﾌﾟによる､地域活動･生産活動等を支
援する｡(林業普及指導事業の一部)

1ｸﾞﾙｰﾌﾟについて､ｸﾞﾙｰﾌﾟｺﾝｸｰﾙでの
活動発表の指導･支援を行った｡

60 45

42
指導的林業者育成支援
【森林課】

林業経営に関して他の模範となるような知識･技術を
持ち､他の林業後継者の指導にも意欲のある女性を
指導林家･林業士として認定する｡また､林業技術の
普及及び林業の向上のための支援を行う｡(林業普及
指導事業の一部)

林業女性ｸﾞﾙｰﾌﾟに対し､林業技術に
関する知識･技術の向上のための支
援を行った｡

160 107

43

女性漁業者の経営参画およ
び地域活動促進に向けた研
修会の開催
【水産課】

漁村女性の積極的な漁業経営や地域社会づくりへの
参加を促進させて､漁村地域での男女共同参画の推
進を図るため､女性漁業者等を対象とした男女共同
参画研修会を開催する(年1回)｡

男女共同参画に係る研修会を1回開
催した(6月)｡

50 22

44
女性漁業者の資質向上を図
るための活動支援
【水産課】

女性の積極的な漁業経営への参画､地域社会活動
の活性化を促すため､漁協女性部等､漁村女性の集
団活動等で中心的に活動し､漁村女性の育成指導に
取り組んでいる女性漁業士に対して､資質向上を目
的として女性漁業士交流会への参加支援(年1回)を
行う｡

宮城県で開催された女性漁業士交流
会に参加する女性漁業士1名を支援
した｡

93 79

45
中小企業者及び起業者に対
する経営相談の実施
【経営支援課】

ﾁｬﾚﾝｼﾞ企業支援ｾﾝﾀｰにおいて､公認会計士､中小企
業診断士等の専門家及び職員による指導､助言を行
う窓口相談を実施する｡

おおむね予定どおり｡ 4,904 5,205

46
中小企業者及び起業者に対
する融資
【経営支援課】

中小企業の資金繰り支援及び起業･創業の活性化の
ため､金融機関､信用保証協会及び商工団体等と連
携し､長期かつ固定金利で融資を行う｡

融資実績は､22,958件(前年度比
95.1%)､228,730百万円(前年度比
96.8%)であった｡

190,000,000 125,700,000

47

中小企業者及び起業者に対
する創業､経営革新､
事業継続計画及び事業承継
セミナーの開催
【経営支援課】

ﾁｬﾚﾝｼﾞ企業支援ｾﾝﾀｰにおいて､中小企業者が抱え
る経営上の課題等の解決のためのｾﾐﾅｰを開催す
る｡

おおむね予定どおり｡ 1,130 1,067

48
起業機運の向上､起業家の
支援
【経営支援課】

ちば起業家大賞ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝｺﾝﾍﾟﾃｨｼｮﾝの実施､起業
家応援ｲﾍﾞﾝﾄの開催､地域起業交流会､ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ､啓
発･情報発信を行う｡

おおむね予定どおり｡ 15,000 15,000

49
市町村等における創業支援
の取組への助成
【経営支援課】

なし なし 0

50
「千葉県ジョブサポートセン
ター」における再就職支援
【雇用労働課】

主に中高年や子育て中の女性の再就職の促進及び
就職後の定着を図るため､就労個別相談､再就職支
援ｾﾐﾅｰを実施する｡
また､特に正社員での再就職を希望する女性求職者
に対して､輝く女性応援事業として､個人のﾆｰｽﾞや能
力に応じた再就職支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等を実施する｡

主に中高年や子育て中の女性を対象
とし､就労相談や再就職支援ｾﾐﾅｰ､
企業と求職者の交流会等を行ったほ
か､県内各地でも市町村と共催の出
張ｾﾐﾅｰなど各種の就労支援を行っ
た｡
また､輝く女性応援事業として､主に正
社員での再就職を希望する女性に対
し､個人のﾆｰｽﾞや能力に応じた再就
職支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等を行った｡

49,258 49,257

51
女性の再就職支援に係る関
連情報の提供
【雇用労働課】

再就職支援のため｢働きたい女性のための応援ｻｲﾄ｣
での情報発信を実施する｡

ｻｲﾄの内容を充実させるため､一部見
直しを行い､情報発信を行っている｡

0 0

52
離職者等を対象とした職業訓
練
【産業人材課】

離職者等を対象とした職業訓練ｺｰｽ約200ｺｰｽ 定員
約3900人

離職者等を対象とした職業訓練ｺｰｽ
202ｺｰｽ 3,169人

1,255,330 698,941

　　施策の方向③　自営業者､家族従業者､起業家等に対する支援

　　施策の方向④　意欲と能力を生かす再就職に向けた支援
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

53
内職求人情報の提供
【雇用労働課】

事業所からの内職求人情報のWebﾍﾟｰｼﾞ掲載申込み
を受けて､情報を掲載するとともに電話等の問合わせ
に対し情報を提供する｡

事業所からの内職求人情報のWeb
ﾍﾟｰｼﾞ掲載申込みを受けて､情報を掲
載するとともに電話等の問合わせに
対し情報を提供した｡
30年度新規掲載7件
30年度電話対応387件

0 0

54
「千葉県ジョブサポートセン
ター」における再就職支援
【雇用労働課】

主に中高年や子育て中の女性の再就職の促進及び
就職後の定着を図るため､就労個別相談､再就職支
援ｾﾐﾅｰを実施する｡
また､特に正社員での再就職を希望する女性求職者
に対して､輝く女性応援事業として､個人のﾆｰｽﾞや能
力に応じた再就職支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等を実施する｡

主に中高年や子育て中の女性を対象
とし､就労相談や再就職支援ｾﾐﾅｰ､
企業と求職者の交流会等を行ったほ
か､県内各地でも市町村と共催の出
張ｾﾐﾅｰなど各種の就労支援を行っ
た｡
また､輝く女性応援事業として､主に正
社員での再就職を希望する女性に対
し､個人のﾆｰｽﾞや能力に応じた再就
職支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等を行った｡

49,258 49,257

55
関連情報の提供
【雇用労働課】

再就職支援のため｢ｼﾆｱ<高齢者>のための就労支援
ｻｲﾄ｣での情報発信を実施する｡

ｻｲﾄの内容を充実させるため､一部見
直しを行い､情報発信を行っている｡

0 0

56 ○
県が設置する審議会等への
女性登用促進
【男女共同参画課】

委員の改選にあたって､事前協議を実施し､女性の登
用を働きかける｡
意識を高めるため､個々の審議会等毎の女性の登用
状況及び女性登用率の低い理由を県HPで公表する｡

各審議会等の委員の改選にあたり事
前協議を実施した｡(59件)
改選3か月前を目途に女性登用を促
すため事務連絡を送付し､併せて女
性人材ﾘｽﾄの活用を働きかけた｡
女性委員の登用状況及び女性登用
率の低い理由を県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公表し
た｡

0 0

57 ○
県の女性人材リストの充実
【男女共同参画課】

県の審議会委員の改選時及び市町村等に女性人材
ﾘｽﾄの利用を働きかける｡
女性人材が少ない分野(土木､農林､水産､防災等)の
充実を図るため､大学等に情報提供を依頼し､新たな
人材を登録する｡

県の審議会委員の改選時及び市町
村担当者会議で女性人材ﾘｽﾄの活用
を働きかけた｡

2,333 2,336

58 ○
女性職員の登用推進
【総務課､関係各課】

引き続き､職員意向調査等により､職員の個人的な事
情を把握したうえで､任用や人事配置を図り､女性職
員がやりがいを持って働くことのできる職場環境づく
りを推進する｡

女性活躍推進法に基づく特定事業主
行動計画｢千葉県女性職員活躍推進
ﾌﾟﾗﾝ｣を平成28年4月に策定し､管理
職又は役付職員に占める女性割合に
ついて数値目標を定め､女性職員の
積極的な登用を推進している｡
平成31年4月の定期人事異動におい
ても､女性職員についての職域拡大を
進め､組織の中枢となるﾎﾟｽﾄへの配
置も行った｡

0 0

59 ○
女性警察職員の登用推進
【（警）警務課】

既存の配置ﾎﾟｽﾄにとらわれることなく､女性警察官の
能力･実績等を見極め､配置を拡大する｡また､各種教
養等の機会を通じ､女性警察官の昇任意欲の醸成を
図るほか､能力･実績に応じた登用拡大のために男
性幹部等の意識改革を推進する｡

女性職員に対する｢ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｾﾐﾅｰ｣､
女性警察官に対する｢ﾘｰﾀﾞｰ育成ｾﾐ
ﾅｰ｣を開催し､将来に対するﾋﾞｼﾞｮﾝを
持つことの重要性を認識させたほか､
昇任意欲の醸成を図った｡

347 213

60 ○
女性教職員の登用推進
【（教）教育総務課､教職員
課】

県の施策を積極的に展開するため,職員の意欲･能力
等を十分考慮に入れた適材適所の配置を基本に,男
女区別のない登用を促進する｡
また,研修による意識改革や人材開発に引き続き努
めるとともに,管理職候補となる主幹教諭を含めた主
任層への女性職員の積極的な登用について,校長会
等を通じて伝えていく｡

校長･副校長･教頭の女性登用数は,
平成28年度402名,平成29年度428名,
平成30年度470名と毎年増加してきて
いる｡平成30年度の割合は16.6%で前
年比1.5ﾎﾟｲﾝﾄ増となり,全国平均17.5%
に近づいてきている｡
平成30年度に主幹教諭として配置し
た女性職員は65名で,前年度より9名
の増加となっている｡引き続き,主幹教
諭の機能を生かして,組織の活性化に
つながる取組等を進める｡

0 0

61 ○
男女共同参画に積極的に取
り組んでいる事業所の表彰
【男女共同参画課】

女性の登用･職域拡大や仕事と家庭の両立支援等に
積極的に取組んでいる県内の事業所を公募により募
集し､表彰を行う｡
また､受賞事業所については､千葉県男女共同参画
推進連携会議 産業部会において､取組の発表等を
行い､県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載するなど幅広く周知する｡

平成30年度は､3社より応募があり､審
査の結果､株式会社ﾋﾛﾊﾏ千葉工場が
奨励賞を受賞した｡

47 38

　　施策の方向⑤　多様な働き方に対する支援

　基本的な課題３　政策・方針決定過程における男女共同参画の促進
　　施策の方向①　政策・方針決定過程への男女共同参画の促進
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

62 ○
女性の活躍推進セミナー等
の開催
【雇用労働課】

企業の人事労務担当者や一般県民を対象に実施す
る､｢労働大学講座｣の一科目として､女性の活躍推進
に資するような内容の講座を扱う｡

｢労働大学講座｣において､女性活躍
推進を含む働き方改革の講座を実施
し､108名が参加した｡

87
（講座1回分）

76
（講座1回分）

63 ○
農山漁村女性団体ネットワー
クの活動支援
【担い手支援課】

農業･畜産業･林業･水産業の各分野の女性団体が
連携して､農山漁村の男女共同参画を推進するため､
各団体と関係機関で構成されるﾈｯﾄﾜｰｸ組織の活動
を支援する｡団体間の交流促進､連携･活動体制の強
化を図るための組織代表者によるﾘｰﾀﾞ会議､千葉県
農山漁村いきいき研修会の開催等の活動を支援す
る｡

 農山漁村女性団体ﾈｯﾄﾜｰｸの幹事会
であるﾘｰﾀﾞｰ会議を3回開催し､会議
の活動方針等を協議した｡研修会に
は､農林漁業者や関係機関など合計
218名の参加があり､経営参画や社会
参画を実践している県内女性農林漁
業者による事例発表､女性の農業士
等の認証状況や要件の情報提供を
行い､男女共同参画に対する意識の
向上を図った｡
 また､改選のある市町村(16組織)及
び農業協同組合(5組織)に､農業委員
や農業協同組合理事への女性登用
の要望書を提出し､登用が進んだ｡

300 115

64 ○

農山漁村男女共同参画地区
推進会議の運営
【担い手支援課】

農山漁村の男女共同参画の推進母体である農山漁
村男女共同参画地区推進会議は､県内10地区にお
いて､県･市町村･関係団体等により構成され､事務局
として農業事務所が運営に当たっている｡農業事務
所は､各地区の実情に合わせて､男女共同参画の推
進に関する関係機関･団体等との連携活動や研修会
等を実施する｡

 県内10農業事務所において､農山漁
村男女共同参画地区推進会議及び
幹事会を14回､ｾﾐﾅｰを14回開催した｡
地区推進会議では､地区の実情に合
わせて農業･畜産業･林業･水産業の
代表者が参加し､地区全体での話し
合いを行った｡男女共同参画を推進す
るためのｾﾐﾅｰでは､農業委員や団体
役員等､地域で活躍している女性が
事例発表や講演を行い､女性の経営
参画及び社会参画の推進等への意
識向上を図った｡

680 324

65 ○
農山漁村の女性リーダー等
の活動支援
【担い手支援課】

農山漁村の男女共同参画のﾘｰﾀﾞｰである千葉県農
山漁村いきいきｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰをはじめとした女性ﾘｰﾀﾞｰ
等の活動支援により､女性の経営参画及び組織活
動､地域活動などの社会参画への意識の向上を図
る｡

 研修会には75名の参加があり､ﾘｰ
ﾀﾞｰとして活躍している女性農業者の
講演等により､ﾘｰﾀﾞｰとしての資質向
上を図った｡
 また､国が開催する研修会に派遣を
行った｡

80 75

66 ○
農業協同組合の女性役員の
登用促進
【団体指導課】

女性農業者は地域農業の振興や農業経営の発展､6
次産業化の展開に重要な役割を担っており､女性の
声を事業運営に反映できるよう､政策･方針の決定過
程への女性の参画を一層拡大する必要がある｡農業
協同組合における女性役員の登用拡大を目指し､農
業協同組合に女性役員登用を要請する｡

農業協同組合の女性役員の登用に
ついて､文書､検査やﾋｱﾘﾝｸﾞ時に要請
を行った｡

0 0

67 ○
女性農業委員等の登用促進
【農地・農村振興課】

農業委員の改選時期を迎える市町村に要請を行うと
ともに､研修会･会議等の機会を通じて､女性の参画
の必要性等について周知活動を行う｡

農業委員の改選時期を迎える市町村
に要請を行うとともに､研修会･会議等
の機会を通じて､女性の参画の必要
性等について周知活動を行った結果､
平成29年度末と平成30年度末を比較
すると､女性登用ｾﾞﾛの農業委員会が
8から3となり､女性農業委員数･割合
については82人･10.6%が86人･13.1%
となった｡

0 0

68
自己啓発・人材養成セミナー
の開催
【男女共同参画課】

男女共同参画ｾﾝﾀｰで､自己啓発(ｽｷﾙｱｯﾌﾟ)講座を開
催する｡
○女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座

【女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座】
地域活動の場などにおいて､ﾘｰﾀﾞｰと
して活躍する人材育成を目的とし､｢も
うひと花咲かせ隊｣をﾃｰﾏに､それぞ
れの女性の目標に合わせて､就労･就
農･起業とｼﾞｬﾝﾙを分けて講座を行っ
た｡(全9回)

施策コード169
の予算に含む

施策コード169
の決算に含む

　　施策の方向②　女性の能力発揮への支援
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

69 ○
DV相談カード等の作成配布
【男女共同参画課】

被害者への相談窓口の周知を図るため､DV相談ｶｰ
ﾄﾞ､相談ｽﾃｯｶｰを作成し､市町村や県の関係機関等に
配布する｡また､県内高等学校在学中の1年生を対象
にﾃﾞｰﾄDV相談ｶｰﾄﾞを､3年生を対象にﾃﾞｰﾄDV啓発ﾘｰ
ﾌﾚｯﾄを配布した｡
その他､家庭に向けた啓発用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成･配布し
た｡

被害者への相談窓口の周知を図るた
め､DV相談ｶｰﾄﾞを作成し､市町村や県
内の病院､銀行､各市町村､健康福祉
ｾﾝﾀｰ等に約360,000枚配布した｡ま
た､県内高等学校在学中の生徒(1年
生)を対象にﾃﾞｰﾄDV相談ｶｰﾄﾞを､県内
高等学校在学中の生徒(3年生)を対
象にﾃﾞｰﾄDV相談ﾘｰﾌﾚｯﾄを約60,000
枚づつ配布した｡
その他､家庭に向けた啓発用ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ
を作成･配布した｡

1,852 1,294

70 ○
街頭キャンペーンの実施等に
よる県民への意識啓発
【男女共同参画課】

県民に対しDVに対する理解と認識を深めてもらうこと
を目的に､11月12日から25日の｢女性に対する暴力を
なくす運動｣期間中に関係機関等と協働し､DV防止と
児童虐待防止を呼び掛ける街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝを行うとと
もに､各市町村と連携して自治会の回覧板を活用した
啓発ﾁﾗｼの供覧配布などを行い県民の意識の向上を
図る｡

11月12日から25日の｢女性に対する
暴力をなくす運動｣期間中の11月12日
(月)にそごう千葉店前広場､11月23日
(金･祝)にｲｵﾝﾓｰﾙ八千代緑が丘に
て､関係機関と協働して､DV防止と児
童虐待防止を呼び掛ける街頭ｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝを行い､啓発ｸﾞｯｽﾞを約4,000ｾｯﾄ
配布した｡また､各市町村と連携して
自治会の回覧板やｲﾍﾞﾝﾄを活用した
DV防止啓発ﾁﾗｼの供覧配布などを行
い県民に周知を促した｡

884 955

71 ○
セミナーの開催等によるDV
予防教育の推進
【男女共同参画課】

DV予防教育の一環として､｢若者のためのDV予防ｾﾐ
ﾅｰ｣を県内の高等学校等のうち参加を希望した学校
に対して実施する｡

DV予防教育の一環として､｢若者のた
めのDV予防ｾﾐﾅｰ｣を県内の高等学
校､大学併せて52回実施した｡参加し
た生徒の人数は171,116名で､実施し
た学校からは高い評価を得ている｡

1,250 1,300

72 ○
配偶者暴力相談支援セン
ターにおける相談
【男女共同参画課】

県内15ヵ所の配偶者暴力相談支援ｾﾝﾀｰにおいて､
配偶者等からの暴力､子育て､生き方など女性及び男
性が抱える様々な悩みや問題に対し､相談者自身が
自らの力で解決していけるように支援するため､電話
や面接､ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞによる相談事業を実施する｡
また､法律やこころ(精神)に関わる問題について､弁
護士や精神科医が助言する女性のための専門相談
を併せて実施する｡

県内15ヵ所の配偶者暴力相談支援ｾ
ﾝﾀｰにおいて､来所1,254件､電話
16,189件､合計17,443件の相談があっ
た｡配偶者等からの暴力､子育て､生き
方など女性及び男性が抱える様々な
悩みや問題に対し､相談者自身が自
らの力で解決していけるように支援す
るため､電話や面接､ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞによる
相談事業を実施した｡
また､法律やこころ(精神)に関わる問
題について､弁護士や精神科医が助
言する女性のための専門相談を併せ
て実施した｡

127,590 119,194

73 ○
女性サポートセンターにおけ
る一時保護
【男女共同参画課】

DV被害者の状況に応じた適切な一時保護を実施す
る｡

DV被害者をはじめとした保護が必要
な女性を一時保護するとともに､関係
機関と連携し退所後の自立に向けた
きめ細かい支援を実施した｡一時保護
件数95件(うちDV78件)

49,056 41,185

74 ○
DV職務関係者への研修
【男女共同参画課】

新任基礎2回､新任応用2回､経験者2回､自立支援ｽｷ
ﾙｱｯﾌﾟ1回､被害者支援ｽｷﾙｱｯﾌﾟ1回､DVによる子ども
への影響等に関する研修1回の職務関係者研修を実
施する｡

新任基礎3回 
 4/23,5/2,5/14 375名参加
新任応用3回
 6/18,7/2,7/13 373名参加
経験者2回 
 9/18,9/21  185名参加
自立支援ｽｷﾙｱｯﾌﾟ1回 
          6/29    92名参加
被害者支援ｽｷﾙｱｯﾌﾟ1回
    9/28  106名参加
DVによる子どもへの影響1回
    1/21  131名参加

547 301

75 ○
DV被害者の生活再建支援
【男女共同参画課】

一時保護を受けたDV被害者が入所中に転宅先選定
に行く際の同行や､退所後に裁判所や役所､病院等
へ行く際の同行､転宅先での生活環境整備の支援等
に加え､支援に当たるｻﾎﾟｰﾀｰの資質向上のための
研修を民間支援団体に委託して実施する｡

一時保護を受けたDV被害者が入所
中に転宅先選定に行く際の同行や､
退所後に裁判所や役所､病院等へ行
く際の同行､転宅先での生活環境整
備の支援等を民間支援団体に委託し
て実施した｡
また､支援に当たるｻﾎﾟｰﾀｰに対して
研修を実施した｡
 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ業務:2件
 同行支援:2回
 研修:1回

1,093 828

基本目標Ⅱ　安全・安心に暮らせる社会づくり
　基本的な課題４　あらゆる暴力の根絶と人権の尊重
　　施策の方向①　DV・児童虐待等あらゆる暴力の根絶と被害者への支援
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

76 ○

DV・ストーカー事案対策の推
進
【（警）子ども女性安全対策
課】

引き続き､DV･ｽﾄｰｶｰ事案対策の推進に努める｡

DV･ｽﾄｰｶｰ事案等の被害者に対し､
ﾘｰﾌﾚｯﾄを活用した法制度や警察がと
り得る措置､防犯対策等の教示､関係
機関と連携した一時避難への支援､
携帯用緊急通報装置の貸与など､被
害者の保護対策を推進した｡

667 656

77 ○
児童相談所虐待防止体制の
強化
【児童家庭課】

増加･深刻化する児童虐待の防止に向け､児童相談
所体制を整備し､児童虐待の未然防止､早期発見･対
応､被虐待児童及び保護者等へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟについ
て総合的な施策の推進を図る｡
･児童虐待等電話相談
･携帯電話による連絡体制の整備 
･保護者不在児童等健康診断料
･児童虐待家庭支援専門員の配置
･一時保護所に心理療法担当職員を配置
･被虐待児等訪問心理療法等事業
･被虐待児等へのｸﾞﾙｰﾌﾟ指導事業
･保護者へのｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ指導
･家族関係支援事業
･ふれあい心の友訪問事業

増加･深刻化する児童虐待の防止に
向け､児童相談所体制を整備し､児童
虐待の未然防止､早期発見･対応､被
虐待児童及び保護者等へのﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟについて総合的に施策を推進した｡
･児童虐待等電話相談
･携帯電話による連絡体制の整備 
･保護者不在児童等健康診断料
･児童虐待家庭支援専門員の配置
･一時保護所に心理療法担当職員を
配置
･被虐待児等訪問心理療法等事業
･被虐待児等へのｸﾞﾙｰﾌﾟ指導事業
･保護者へのｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ指導
･家族関係支援事業
･ふれあい心の友訪問事業

103,465 83,370

78 ○
児童相談所専門機能の強化
【児童家庭課】

増加･深刻化する児童虐待の防止に向け､児童相談
所の専門性を強化し､児童虐待の未然防止､早期発
見･対応､被虐待児童及び保護者等へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟに
ついて総合的な施策の推進を図るとともに関係機関
への助言機能の強化を図る｡
･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ養成研修
･児童相談所職員派遣研修
･児童相談所専門性強化研修
･児童虐待法律ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
･児童虐待対応専門委員
･児童虐待対応協力医師

増加･深刻化する児童虐待の防止に
向け､児童相談所の専門性を強化し､
児童虐待の未然防止､早期発見･対
応､被虐待児童及び保護者等へのﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟについて総合的な施策の推進
を図るとともに関係機関への助言機
能を強化を図った｡
･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ養成研修
･児童相談所職員派遣研修
･児童相談所専門性強化研修
･児童虐待法律ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
･児童虐待対応専門委員
･児童虐待対応協力医師

16,839 21,094

79 ○
児童虐待対策関係機関の強
化
【児童家庭課】

増加･深刻化する児童虐待の防止に向け､児童虐待
の通告窓口となる市町村等関係機関の支援体制を
強化するとともに各機関同士の連携強化を行い､児
童虐待の未然防止､早期発見･対応､被虐待児童及
び保護者等へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟについて効果的な体制の
構築を図る｡
･児童福祉司任用前研修･任用後研修･要対協調整
担当者研修
･市町村等児童虐待相談職員研修
･児童虐待防止対策担当管理職研修
･市町村母子保健担当者研修
･児童虐待対応地域ﾘｰﾀﾞｰ養成研修
･関係機関研修(教育･医療機関向け)

増加･深刻化する児童虐待の防止に
向け､児童虐待の通告窓口となる市
町村等関係機関の支援体制を強化
するとともに各機関同士の連携強化
を行い､児童虐待の未然防止､早期発
見･対応､被虐待児童及び保護者等
へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟについて効果的な体
制を構築を図った｡
･児童福祉司任用前講習会･任用後
研修･要対協調整担当者研修
･市町村等児童虐待相談職員研修
･児童虐待防止対策担当管理職研修
･市町村母子保健担当者研修
･児童虐待対応地域ﾘｰﾀﾞｰ養成研修
･関係機関研修(教育･医療機関向け)

9,530 8,812

80 ○
子ども虐待防止地域力の強
化
【児童家庭課】

 児童虐待防止に向けた啓発活動｢ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝ｣を展開し､県民に児童虐待について正しい知識
と理解を深める機会を提供するとともに､通告義務や
相談機関の周知を図る｡

 児童虐待防止に向けた啓発活動｢ｵﾚ
ﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣を展開し､県民に児
童虐待について正しい知識と理解を
深める機会を提供するとともに､通告
義務や相談機関を周知した｡

10,000 9,990

81 ○
児童相談所支援システムの
充実
【児童家庭課】

児童相談所職員が児童相談に迅速かつ漏れなく対
応できるよう､IT化による児童相談業務の改善を図り､
児童相談所支援ｼｽﾃﾑの適切な運用管理及び必要
な機能追加を行う｡

児童相談所職員が児童相談に迅速
かつ漏れなく対応できるよう､IT化によ
る児童相談業務の改善を図り､児童
相談所支援ｼｽﾃﾑの適切な運用管理
及び必要な機能の追加を行った｡

3,940 3,932

82 ○
社会福祉審議会社会的養護
検討部会の開催
【児童家庭課】

児童福祉法に基づき､児童虐待の防止及び社会的養
護に関する知事の諮問事項の審議､被措置児童等
虐待の防止等に関する審議を行う｡

児童福祉法に基づき､児童虐待の防
止及び社会的養護に関する知事の諮
問事項の審議､被措置児童等虐待の
防止等に関する審議を行った｡

1,900 622

83 ○
家庭等における暴力対策ネッ
トワーク会議の開催
【男女共同参画課】

家庭等における暴力対策ﾈｯﾄﾜｰｸ実務者連絡会議を
年1回開催する｡

家庭等における暴力対策ﾈｯﾄﾜｰｸ実
務者連絡会議1回開催
2月4日 29機関参加

0 0

84 ○
市町村DV担当課長会議の開
催
【男女共同参画課】

市町村のDV基本計画の策定及び配暴ｾﾝﾀｰ整備に
かかる働きかけを行うとともに､DV対策に係る認識の
共有を図り､より円滑な被害者の支援につなげるた
め､市町村DV対策担当課長及び担当者会議を県内4
地域で開催する｡

市町村DV対策担当課長及び担当者
会議を4地域で開催し､市町村基本計
画策定編､配暴ｾﾝﾀｰ機能整備編及び
関係機関との連携を促進するﾈｯﾄﾜｰ
ｸ編等からなる｢市町村応援ﾏﾆｭｱﾙ｣
を活用し､DV対策に係る認識の共有
を図った｡また､5団体への個別訪問に
よる働きかけを行った｡

0 0
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

85 ○
市町村児童虐待防止ネット
ワーク機能の強化
【児童家庭課】

県内の全市町村に｢要保護児童対策地域協議会｣が
早期に設置されるよう推進するとともに､専門的人材
の確保が困難な市町村に学識経験者や精神科医等
の専門家を派遣して｢要保護対策地域協議会｣の実
効性を高め､関係機関連携のﾈｯﾄﾜｰｸの充実強化を
図る｡

県内の全市町村に｢要保護児童対策
地域協議会｣が早期に設置されるよう
推進するとともに､専門的人材の確保
が困難な市町村に学識経験者や精
神科医等の専門家を派遣して｢要保
護対策地域協議会｣の実効性を高め､
関係機関連携のﾈｯﾄﾜｰｸの充実強化
を図った｡

645 652

86 ○
千葉県要保護児童対策協議
会の開催
【児童家庭課】

児童虐待について､平成22年7月に発足した｢千葉県
要保護児童対策協議会｣を活用し､関係機関の連携
強化及び情報の共有を図る｡

児童虐待について､平成22年7月に発
足した｢千葉県要保護児童対策協議
会｣を活用し､関係機関の連携強化及
び情報の共有を図った｡

98 23

87 ○
児童虐待防止医療ネットワー
ク事業
【児童家庭課】

児童虐待の早期発見及び深刻化を未然防止するた
め､千葉県こども病院に委託し､中核的な医療機関を
中心として､児童虐待対応のﾈｯﾄﾜｰｸ作りや保健医療
従事者の教育等を行い､医療機関における児童虐待
対応の向上を図る｡

児童虐待の早期発見及び深刻化を
未然防止するため､千葉県こども病院
に委託し､中核的な医療機関を中心と
して､児童虐待対応のﾈｯﾄﾜｰｸ作りや
保健医療従事者の教育等を行い､医
療機関における児童虐待対応の向上
を図った｡

4,661 4,661

88 ○
児童虐待事案における関係
機関との連携強化
（警）少年課

引き続き､警察と児童相談所等の連携を強化し､保護
措置等の万全を図る｡

千葉県健康福祉部児童家庭課､千葉
市こども未来局こども未来部こども家
庭支援課及び千葉市児童相談所と新
たな協定を締結し､情報共有の対象
の拡大と明確化を図り､連携を強化し
た｡
警察から児童相談所へ通告した児童
数は､延べ3,721人であった(平成30年
中)｡

0 0

89 ○

犯罪被害者等からの相談等
の充実
【くらし安全推進課】
【（警）警務課】

･犯罪被害者支援員養成講座
･相談担当職員研修会
･犯罪被害者週間啓発ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
等の実施｡

･｢犯罪被害者等のための相談窓口等
のご案内｣ﾘｰﾌﾚｯﾄ16,000部､ﾎﾟｽﾀｰ
1,100部を作成･配布した｡
･県民向け犯罪被害者支援員養成講
座を実施した｡(入門編63名､初級編14
名受講)
･県･市町村相談関係機関職員研修を
実施した｡(初心者向け51名､経験者
向け14名受講)
･犯罪被害者週間に合わせ､JR千葉
駅･JR船橋駅･県警音楽隊定期演奏
会会場におけるｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施､｢
『犯罪被害者週間』千葉県民のつど
い｣(295名参加)を開催した｡

2,734 2,624

90 ○
民間被害者支援団体への相
談業務委託
【（警）警務課】

被害者支援業務(電話相談業務)を､｢犯罪被害者等
早期援助団体｣として千葉県公安委員会から指定を
受けている公益社団法人千葉犯罪被害者支援ｾﾝﾀｰ
に委託し､適切な相談対応を図る｡また､同ｾﾝﾀｰと連
携して､ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ､病院･裁判所等への付添い支援の
ほか､被害者支援に関する広報啓発活動等を推進す
る｡

公益社団法人千葉犯罪被害者支援ｾ
ﾝﾀｰに被害者支援業務(電話相談業
務)を委託し､適切な相談対応を図ると
ともに､同ｾﾝﾀｰと連携し､ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞや
病院･裁判所等への付き添い支援等
(1,952回)を実施した(公益社団法人千
葉犯罪被害者支援ｾﾝﾀｰでの電話相
談件数を含む｡)｡

3,953 3,953

91 ○

社会全体で犯罪被害者を支
える意識を醸成するための広
報活動等の推進
【（警）警務課】

事業の実施なし 0 0

92 ○
学校等における犯罪被害者
遺族等による講演会の開催
【（警）警務課】

中学校､高等学校､大学､警察署犯罪被害者支援連
絡協議会等において､犯罪被害者遺族等による講演
会を開催し､犯罪被害者支援に関する理解や配慮な
どの意識のかん養を図る｡

122 140

93 ○

性暴力・性犯罪被害者に対
するワンストップ支援の体制
の構築
【くらし安全推進課】

性犯罪･性暴力被害者の方が安心して相談できるき
め細やかな支援を提供するため､被害者支援団体や
警察･医療機関等との連携による総合的な支援体制
の整備｡

ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ支援ｾﾝﾀｰとして性犯罪･性暴
力被害者に対する支援を行っている
団体に対して事業費助成を行うととも
に､医療機関や弁護士等関係機関･
団体との連携を強化した｡

25,693 15,842

94
人権問題講演会やメディア等
による啓発活動
【健康福祉政策課】

差別意識や偏見をもたない｢心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ｣を達成す
るため､講演会･研修会の主催や､ﾏｽﾒﾃﾞｨｱの活用等
により啓発を行う｡

差別意識や偏見をもたない｢心のﾊﾞﾘ
ｱﾌﾘｰ｣を達成するため､人権問題講演
会や｢ちば･ﾊｰﾄﾌﾙﾋｭｰﾏﾝﾌｪｽﾀ2018｣
の開催､交通広告等を行った｡

15,858 7,238

95
風俗環境の浄化及び違法風
俗営業店の排除
【（警）風俗保安課】

各種法令を積極的に活用し､違法風俗店や悪質な客
引き･ｽｶｳﾄ行為等の取締りを推進するとともに､関係
機関･地域住民等と協働し､繁華街･歓楽街の安全安
心に向けた取組を推進する｡

県内の繁華街･歓楽街において悪質
な客引き行為等の取締りを強化する
とともに､違法風俗店に対する取締り
を行うなど､安全安心の確保に向けた
風俗環境の浄化を図った｡

0 0

県内の中学校､高等学校､大学及び
警察署犯罪被害者支援連絡協議会
において､犯罪被害者遺族等による
講演会(22回､聴講者数8,028人)を開
催した｡

　　施策の方向②　性に起因する人権侵害を許さない社会環境づくり
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（千円）
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（千円）
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事業
番号

平成３０年度

96
人身取引（トラフィッキング）
対策
【（警）風俗保安課 】

関係機関と連携した人身取引事犯の的確な把握､被
害者の保護及び取締りを推進する｡また､ﾎﾟｽﾀｰ､ﾘｰﾌ
ﾚｯﾄ等を活用して､人身取引に関する広報啓発及び
情報提供の呼び掛けを行う｡

ﾎﾟｽﾀｰ､ﾘｰﾌﾚｯﾄ等を活用し､人身取引
の撲滅に関する啓発活動と､潜在化
する人身取引事犯の情報提供の呼
び掛けを行った｡

0 0

97

書店・携帯電話等販売店・カ
ラオケボックス・インターネット
カフェ等への立入調査の実施
【県民生活・文化課】

条例に基づく携帯電話等販売店､書店､ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ､
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｶﾌｪ等への立入調査を実施する｡

携帯電話等販売店75(県実施分25)､
書店372(県実施分88)､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｶﾌｪ
18(県実施分16)､ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ58(県実
施分39)､等合計529店舗(県実施分
198)について立入調査を実施した｡

108 122

98
フィルタリングの利用促進に
向けた広報・啓発の強化
【県民生活・文化課】

九都県市共同啓発事業として､保護者向けのﾎﾟｽﾀｰ
やﾘｰﾌﾚｯﾄを作成する｡

保護者向けﾎﾟｽﾀｰ1,000部､ﾘｰﾌﾚｯﾄ
21,000部を作成した｡

245 183

99
青少年を取り巻く有害環境の
浄化
【（警）少年課】

引き続き､少年警察ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ､ｻｲﾊﾞｰﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等と連
携して､少年を取り巻く有害環境浄化活動を推進す
る｡

･少年警察ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ(少年補導員､少
年指導委員)により､有害環境浄化活
動6回､街頭補導活動726回､広報啓
発活動122回実施し､有害環境の浄化
に努めた(平成30年度中)｡
･ｻｲﾊﾞｰﾎﾞﾗﾝﾃｨｱにより､ｻｲﾊﾞｰﾊﾟﾄﾛｰ
ﾙ等を206回実施し､有害情報を利用
する少年への指導等を行った(平成30
年度中)｡

5,080 4,827

100
性的被害を中心とした福祉犯
罪の取締り強化
【（警）少年課】

引き続き､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用に起因する児童買春､児童ﾎﾟ
ﾙﾉ等の児童の性的搾取事犯の取締りを強化する｡

少年の福祉を害する犯罪の検挙活動
(検挙件数329件､検挙人員305人､被
害児童数271人)を推進した(平成30年
中)｡

94 40

101
非行防止リーフレットの作成
【県民生活・文化課】

新中学生の保護者と新高校生全員に配布する非行
防止ﾘｰﾌﾚｯﾄを作成する｡

青少年のｲﾝﾀｰﾈｯﾄの適正な利用を図
り､ﾈｯﾄﾄﾗﾌﾞﾙを防ぐことや､万引､飲
酒･喫煙､薬物乱用等の非行や被害を
防止するため､｢非行防止ﾘｰﾌﾚｯﾄ｣を
新中学生の保護者向け及び新高校
生向けに作成し､広報･啓発を行った｡
(作成部数)
･新中学生保護者 66,000部
･新高校生       60,000部

1,288 1,103

102

学校における非行防止教室
の開催等による非行防止・　
立ち直り支援活動の推進
【（警）少年課】

引き続き､学校における非行防止教室の開催や少年
警察ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等と連携した各種体験活動など､保護
者や関係機関･団体と連携した非行防止･立ち直り支
援活動を推進する｡

･少年の健全な育成を図るため､非行
防止教室(開催回数388回､聴講児童
生徒数76,668人)を開催した｡
･補導活動等(補導少年総数20,122
人)を実施した｡
･非行少年を生まない社会づくりを推
進するため､支援対象少年58人を選
定し､立ち直り支援活動として少年警
察ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等と連携した農業体験活
動(活動回数5回)を実施した(平成30
年中)｡

639 576

103
交番等の整備による相談し
やすい環境づくり
【（警）地域課】

相談しやすい環境の整備及び女性用仮眠室､ﾄｲﾚの
整備を実施する｡ (建替:交番3･駐在4､設計:交番4･駐
在所4､ﾘﾌｫｰﾑ:交番1･駐在所3､女性用休憩室に2段
ﾍﾞｯﾄﾞの設置:11交番)

相談しやすい環境の整備に向けて女
性用仮眠室､ﾄｲﾚの整備を実施した｡ 
(建替:交番3･駐在4､設計:交番4･駐在
所4､ﾘﾌｫｰﾑ:駐在所3､女性用休憩室
に2段ﾍﾞｯﾄﾞの設置:11交番)

314,013 303,424

104
セクシュアルハラスメント対策
の周知
【雇用労働課】

企業の人事労務担当者や一般県民を対象に､｢労働
大学講座｣の一科目として､職場のﾊﾗｽﾒﾝﾄ対策講座
を実施し､ﾊﾗｽﾒﾝﾄを防止するために事業主が講じる
べき措置等についての周知啓発を図る｡

｢労働大学講座｣において､ｾｸｼｭｱﾙﾊ
ﾗｽﾒﾝﾄを含む職場のﾊﾗｽﾒﾝﾄの講座を
実施し､77名が参加した｡

87
（講座1回分）

76
（講座1回分）

105

県職場におけるセクシュアル
ハラスメントの防止
【総務課】
【（警）警務課】

･ｾｸﾊﾗ相談業務【総務課】

･各種教養や研修会等を実施し､ｾｸﾊﾗ防止対策を推
進する｡
･各所属における女性職員間や所属長との意見交換
会を推進するほか､被害を受けやすい若手職員に対
する個別ｱﾝｹｰﾄを実施する等､報告･相談を挙げやす
い環境整備に努め､被害の潜在化及び深刻化を防止
する｡【(警)警務課】

･各所属で指定されているﾊﾗｽﾒﾝﾄ防
止対策員を召致して研修会を開催し
た(出席者約100人)｡
･各種会議､研修､各署に対する巡回
指導等あらゆる機会を活用して教養
を実施した(約70回､約1,200人)｡
･警察学校入校中の学生に対し､ｾｸﾊ
ﾗに関する危機意識を醸成させるた
め､ﾛｰﾙﾌﾟﾚｰｲﾝｸﾞ教養を実施(10回､
受講者数192人)したほか､女性担当
者による事例を通じた教養(6回､参加
者65人)を実施した｡
･職場ごとに女性職員意見交換会等
を定期的に開催し､相談しやすい職場
環境づくりに努めた｡【(警)警務課】

518 459

106

公立学校等におけるセクシュ
アルハラスメントの防止
【（教）教育総務課】
【（教）教職員課】

･ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄを含めたﾊﾗｽﾒﾝﾄ相談窓口を継続設
置する｡
(専門の臨床心理士を配置)

･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ相談窓口を継続配置した｡
(専門の臨床心理士を配置)

455 449
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107
インターネット上の違法情報
に関する取締りの強化
【（警）サイバー犯罪対策課】

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上の違法情報に対する取締りを推進する｡
組織全体のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ事犯捜査能力
の向上を図り､戦略的な取締りを推進
した(検挙件数361件)(平成30年中)｡

0 0

108
学校・地域住民等に対する
ネット安全教室の開催
【（警）サイバー犯罪対策課】

ｻｲﾊﾞｰ空間が国民の日常生活の一部となる一方､新
たな技術やｻｰﾋﾞｽが次々と出現し､これらが犯罪の
ﾂｰﾙとして悪用されるなどの危険性があることから､
学校､地域住民等を対象としたﾈｯﾄ安全教室を開催
し､ｻｲﾊﾞｰ犯罪の情勢､ｿｰｼｬﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽを
利用した情報発信や交流手段の適正な使い方､情報
ｾｷｭﾘﾃｨ対策の重要性等に関する広報啓発活動を推
進する｡

関係機関等と連携したﾈｯﾄ安全教室
(1,494回)を実施した(平成30年中)｡

0 0

109
情報モラル教育の推進
【（教）学習指導課】
【（教）児童生徒課】

各学校において､情報ﾓﾗﾙ教育を充実するため､直接
児童生徒の指導に携わる教員等の指導力向上の
為､実践する｡今年度も特別支援学校を対象校とし､
回数を80回から100回へと増やし､活動を強化する｡
研修については､県総合教育ｾﾝﾀｰとの連携を図り､
また､学校訪問における取組については､指導室長会
議や指導主事会議を通じて､各教科等の視点で検討
していく｡

各学校において､情報ﾓﾗﾙ教育を充
実するため､直接児童生徒の指導に
携わる教員等の指導力向上を図っ
た｡今年度も特別支援学校を対象校と
し､回数を80回から100回へと増やし､
活動を強化した｡
研修については､県総合教育ｾﾝﾀｰと
の連携を図り､また､学校訪問におけ
る取組については､指導室長会議や
指導主事会議を通じて､各教科等の
視点で検討を行った｡

3,000 2,208

110
教育用コンピュータ整備の推
進
【（教）学習指導課】

普通科の県立高等学校のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ教室の整備を行
う｡

普通科の県立高等学校102校に設置
している108のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ教室の保守管
理を行った｡
(機器更新なし)

253,570 234,940

111
教育情報ネットワーク事業の
推進
【（教）学習指導課】

千葉県学校教育情報ﾈｯﾄﾜｰｸの管理運用及び整備
を行う

全ての県立学校(中･高･特支)のｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄに接続するための､ﾈｯﾄﾜｰｸを管
理運用し､不正ｱｸｾｽ等の検出と対応
を行った｡

349,169 348,454

112
児童扶養手当の支給
【児童家庭課】

児童扶養手当法に基づき､父又は母と生計を同じくし
ていない児童の生活の安定と自立の促進に寄与す
るため手当を支給する｡

年間累計受給者数
16,292人

687,000 643,883

113
母子父子寡婦福祉資金の貸
付
【児童家庭課】

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき､母子家庭
等の経済的自立と生活意欲の助長を図るため､母子
家庭･父子家庭､寡婦を対象に､修学資金等の貸し付
けを行う｡

貸付件数
母子 248件
寡婦 13件
父子 14件

191,640 182,219

114
ひとり親家庭等医療費の助
成
【児童家庭課】

ひとり親家庭等の経済的負担と精神的不安の軽減を
図るため､市町村が行うひとり親家庭等の医療費等
助成事業に対して助成する｡

助成対象者数
29,121人

326,000 320,061

115
母子家庭等就業・自立支援
センターによる支援
【児童家庭課】

千葉県母子寡婦福祉連合会に委託して実施している
母子家庭等就業・自立支援センター事業で行う支援
事業
主なものとして、母子家庭の母等に対して、就労支援
を柱とした就業支援講習会などの自立支援サービ
ス、養育費の取り決めなどの専門相談・面会交流支
援事業等がある。

就業相談(随時)
就業支援講習会(3ｺｰｽ)
養育費等相談(18回､内移動相談6回)
面会交流支援

12,638 10,354

116
母子家庭等自立支援給付金
の支給
【児童家庭課】

母子家庭の母又は父子家庭の父の就労をより効果
的に促進するため､自主的に職業能力の開発を行う
母子家庭の母又は父子家庭の父に対し給付金を支
給する｡

自立支援教育訓練給付金事業につ
いて31市実施
高等職業訓練促進給付金事業につ
いて34市実施
(政令指定都市及び中核市除く)

20,917 12,014

117
「ジョブカフェちば」における就
職支援
【雇用労働課】

若年者の就業支援について､｢ｼﾞｮﾌﾞｶﾌｪちば｣を拠点
として､適職診断､個別相談､就職ｾﾐﾅｰから併設の｢ﾊ
ﾛｰﾜｰｸ船橋ﾔﾝｸﾞｺｰﾅｰ｣による職業紹介に至るまでの
総合的なｻｰﾋﾞｽを展開するとともに､企業が若者に自
社の魅力をｱﾋﾟｰﾙする場の提供などの中小企業の採
用活動支援を併せて実施する｡

若年者の就業支援について､｢ｼﾞｮﾌﾞｶ
ﾌｪちば｣を拠点として､適職診断､個別
相談､就職ｾﾐﾅｰから併設のﾊﾛｰﾜｰｸ
による職業紹介に至るまでの総合的
なｻｰﾋﾞｽを展開するとともに､企業が
若者に自社の魅力をｱﾋﾟｰﾙする場の
提供などの中小企業の採用活動支援
を併せて実施した｡
年間利用者数:19,418名

136,697 130,948

118

「ちば地域若者サポートス
テーション」における自立支
援
【雇用労働課】

○若年無業者(ﾆｰﾄ等)を対象として､ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰや
臨床心理士等による個別相談､職業的自立支援ﾌﾟﾛ
ｸﾞﾗﾑ(ｾﾐﾅｰ､職業体験等)等を実施する｡

○若年無業者(ﾆｰﾄ等)を対象として､
ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄや臨床心理士等によ
る個別相談､職業的自立支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(ｾﾐﾅｰ､職業体験等)等を実施した｡
年間相談件数:1,848件
年間ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加者数:延べ2,985名

7,605 7,591

　　施策の方向③　メディアにおける女性や子どもの人権への配慮

　基本的な課題５　誰もが安心して暮らせる環境の整備
　　施策の方向①　ひとり親家庭等様々な困難な状況に置かれている人々への対応
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

119
県営住宅における入居の優
遇措置
【住宅課】

県営住宅の入居にあたって､ひとり親世帯及びDV被
害者等を一般世帯より優遇する措置を講ずる｡

平成30年度県営住宅入居状況
(H31.3.31現在)
母子世帯数→2,675世帯
父子世帯数→66世帯
DV被害者母子世帯数→35世帯
計2,776世帯

0 0

120
高齢者虐待防止対策の推進
【高齢者福祉課】

市町村･地域包括支援ｾﾝﾀｰ職員向け研修
管理職･新任職員
現任 専門
介護ｻｰﾋﾞｽ事業所職員向け
高齢者虐待対応ﾏﾆｭｱﾙの改訂

○市町村･地域包括支援ｾﾝﾀｰ職員
向け研修
 ･管理職･新任職員向け 96名
 ･現任対応職員 95名
 ･専門研修 162名
○介護ｻｰﾋﾞｽ事業所職員向け研修 
268名
○市町村支援事業 5件
○高齢者虐待対応ﾏﾆｭｱﾙの改訂

3,266 2,219

121
高齢者相談の実施
【高齢者福祉課】

高齢者に関する虐待､介護､悩み事に対する電話相
談に応じる｡

高齢者に関する虐待､介護､悩み事に
対する電話相談に応じた｡421件

4,700 3,982

122

高齢者孤立化防止活動「ちば
ＳＳＫプロジェクト」（しない！
させない！孤立化！）の実施
【高齢者福祉課】

高齢者孤立化防止県民ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催､民間事業
者との高齢者の見守り等に関する協定の締結､『｢ち
ばSSKﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣協力店』の登録

高齢者孤立化防止県民ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの
開催､民間事業者との高齢者の見守
り等に関する協定の締結(1企業)､『｢
ちばSSKﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣協力店』の登録
(616事業所)

546 449

123
障害者就業・生活支援セン
ターによる生活・就労支援
【障害福祉事業課】

障害者就業･生活支援ｾﾝﾀｰにおいて､障害者の就業
に伴う生活上の相談に応じ､助言や関係機関との調
整を行う｡

障害者就業･生活支援ｾﾝﾀｰにおい
て､障害者の就業に伴う生活上の相
談に応じ､助言や関係機関との調整を
行った｡

98,704 98,039

124
障害者の態様に応じた多様
な委託訓練
【産業人材課】

知識･技能習得訓練ｺｰｽ　210人
実践能力習得訓練ｺｰｽ　60人
ﾃﾞｭｱﾙ訓練ｺｰｽ　40人
e-ﾗｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ　10人
特別支援学校早期委託訓練ｺｰｽ　60人
在職者訓練　10人
合計　390人

知識･技能習得訓練ｺｰｽ　123人
実践能力習得訓練ｺｰｽ　18人
ﾃﾞｭｱﾙ訓練ｺｰｽ　6人
e-ﾗｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ　1人
特別支援学校早期委託訓練ｺｰｽ　9
人
在職者訓練　2人
合計　159人

82,044 42,515

125
交通安全リーダーの育成と自
主的な交通安全活動の推進
【くらし安全推進課】

引き続き県内の自動車学校の施設を利用して､計3回
研修を実施｡
また､年4回の交通安全運動に併せて､交通安全に関
する情報の提供を行うなど､研修修了者の自主的な
交通安全活動を支援｡

地域のﾘｰﾀﾞｰとなる高齢者を対象に､
県内自動車学校の施設を利用し､高
齢者の交通事故防止に必要な知識を
学ぶ体験型の研修を計3回(計121人)
実施した｡
また､研修修了者による各地域での
啓発に活用してもらうため､年4回の交
通安全運動に併せて資料を提供し
た｡

460 406

126
歩道のバリアフリー化の推進
【道路環境課】

用地買収･補償を実施 用地買収･補償を実施 244,604 244,604

127
ちばバリアフリーマップによる
県内施設のバリアフリー情報
の紹介
【健康福祉指導課】

高齢者や障害者等の外出時の不安を解消し､活動の
幅を拡げるため､｢ちばﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾏｯﾌﾟ｣の施設情報の
追加･更新を行い､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ情報の充実を図る｡

｢ちばﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾏｯﾌﾟ｣の施設情報の追
加･更新を行い､ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ情報の充実
を図った｡情報掲載件数(累計):H30年
度 1,793件(64件追加 22件削除(施設
閉鎖など))

1,956 1,814

128
観光関連施設の整備・充実
の促進
【観光企画課】

観光地の利便性を高め魅力向上を図るため､多くの
観光客が利用する観光公衆ﾄｲﾚや駐車場､観光案内
所等の設置･改修について､その経費の一部を助成
する｡

観光地の利便性を高め魅力向上を図
るため､多くの観光客が利用する観光
公衆ﾄｲﾚや駐車場､観光案内所等の
設置･改修について､その経費の一部
を助成した｡(整備箇所数:ﾄｲﾚ･駐車場
等29か所､案内板37基)

280,000 125,171

129
多文化共生社会づくりの推進
【国際課】

｢国際交流･協力等ﾈｯﾄﾜｰｸ会議｣､｢多文化共生社会
づくり連絡協議会｣及び｢市町村国際化施策担当者会
議｣を各1回開催する｡

｢国際交流･協力等ﾈｯﾄﾜｰｸ会議｣､｢多
文化共生社会づくり連絡協議会｣及び
｢市町村国際化施策担当者会議｣を各
1回開催した｡

130 64

130
外国人県民向けの情報提供
【国際課】

外国人県民が安全で快適な生活が送れるよう｢外国
人ﾃﾚﾎﾝ相談｣を実施するほか､外国人向けの情報を
掲載した国際総合ｻｲﾄ｢ちば国際情報ひろば｣の充
実､多言語生活ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ｢ﾊﾛｰちば｣の改訂､外国語
版ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝの発行等を行う｡

外国人県民が安全で快適な生活が
送れるよう｢外国人ﾃﾚﾎﾝ相談｣(4言
語)を常時開設し､1026件の相談に応
じた｡
また､外国人向けの情報を掲載した総
合ｻｲﾄ｢ちば国際情報ひろば｣のﾍﾟｰｼﾞ
更新(226回)､外国語版ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ(月
2回)の発行､及び､外国人向け生活ｶﾞ
ｲﾄﾞﾌﾞｯｸ｢ﾊﾛｰちば｣(7言語版)の改訂
等を行った｡

2,785 2,450

131
外国人集住地域総合対策の
推進
【（警）国際捜査課】

外国人集住地域の住民や､関係機関･団体等と連携
を図りながら､防犯教室､交通安全教室等の各種警察
活動を推進する｡

･外国人集住地域の小学校等におい
て､防犯･交通安全指導等を実施した｡
･八千代市外国人集住地域総合対策
連絡協議会を開催するなど､関係機
関･団体等と情報交換を行い､外国人
にも暮らしやすいまちづくりに向けて
連携強化を図った｡

0 0

　　施策の方向②　高齢者・障害者の自立した生活に対する支援

　　施策の方向③　外国人が安心して暮らせる環境づくり
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（千円）
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平成３０年度

132
外国人児童生徒への教育相
談員の派遣
【（教）学習指導課】

外国人児童生徒等の母語を理解する者を教員の補
助者として県立学校に派遣することにより､教員と外
国人児童生徒等及び保護者とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの円滑
化や日本語指導､適応指導の促進を図るとともに国
際理解教育の推進を目指す｡ 教育相談員の具体的
な業務内容は､次のとおりである｡
①日本語指導  ②日本の生活への適応指導     ③学
校と本人､保護者との連絡･調整(通訳･翻訳)  ④国際
理解教育の推進    ⑤その他必要な業務(母語保持
のための指導を含む) 
平成30年度は､県立学校31校に57名(延べ54名)の派
遣を予定している｡また､活用言語は､英語､ｽﾍﾟｲﾝ語､
ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語､中国語､韓国朝鮮語､ﾀｶﾞﾛｸﾞ語､ﾌｨﾘﾋﾟﾉ語､
ﾀｲ語､ﾈﾊﾟｰﾙ語である｡

県立学校に在籍する日本語指導を必
要とする外国人児童生徒に対して､児
童生徒の母語を理解する教育相談員
を派遣し､日本語指導､適応指導､保
護者との連絡に必要な翻訳や通訳を
行った。これにより､日本語指導につ
いての理解が深まるとともに､学校生
活における指導について役立つこと
ができた。

12,204 9,368

133
外国人のDV被害者等への支
援
【男女共同参画課】

通訳の派遣を外部に委託し､外国人DV被害者等に
対して十分な説明が行えるようにするとともに､関係
機関との連携を図り､それぞれのｹｰｽに応じて適切な
支援を行う｡

外国人に対して､必要に応じて､委託
による通訳で対応するとともに､関係
機関と連携して､支援の充実を図っ
た｡通訳委託1件

216 17

134
一人ひとりに応じた健康支援
事業
【健康づくり支援課】

1 健康相談(男性･女性)
 身体的､精神的な悩みを有する思春期以降の全年
齢層にわたる男女を対象とし､健康福祉ｾﾝﾀｰの保健
師等が電話相談に応じる｡また､健康相談等を希望す
る者を､相談内容により適切な相談機関や医療機関
等へ紹介できるよう管内の情報を把握･整理し､健康
づくりの支援体制の充実を図る｡
2 健康教室
 思春期以降の全年齢層にわたる男女を対象に､性
別やﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた健康教室や講演会を開催し､
県民の健康に関する自己管理能力を高める｡
3 保健･医療従事者等研修会
 年代や性別に特有な健康課題について､保健医療
従事者等を対象にした研修会を開催し､一人ひとりに
最適な保健医療を提供できるよう､関係者の資質の
向上を図る｡

1 健康相談(男性･女性)
 平成30年度は､合計652件(男性261
件､女性391件)の電話相談に応じた｡
2 健康教室
 平成30年度は､11健康福祉ｾﾝﾀｰに
て健康教室を延11回開催し､1,603人
が参加した｡
3 保健･医療従事者等研修会
 平成30年度は3回開催し､138人が参
加した｡

674 410

135
生活習慣病予防支援人材育
成事業
【健康づくり支援課】

平成30年度からの特定健診･保健指導の第3期実施
計画開始に当たり､国から｢健診･保健指導の研修ｶﾞｲ
ﾄﾞﾗｲﾝ平成30年度版｣が示された｡
このｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを踏まえた内容へと変更し､､特定健診･
特定保健指導従事者の資質の向上のために研修を
開催する｡

平成30年度は改訂されたｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに
基づき､特定健診･特定保健指導従事
者の人材育成として､下記のとおりの
研修を実施した｡
①初任者研修 参加者116名
②経験者研修 参加者46名
③運営責任者研修 参加者36名
④ﾘｰﾀﾞｰ専門職研修 参加者31名

1,758 966

136
食からはじまる健康づくり事
業
【健康づくり支援課】

ﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞに応じた適切な食生活の実践を図るため､
市町村や企業､大学等の関係機関と連携し､普及啓
発活動を行う｡

子育て世代を対象とした食育ｲﾍﾞﾝﾄを
大学､企業と連携して開催した(11月8
日参加者200名)｡また働き盛り世代が
望ましい食生活を実践するための食
環境を整備するため､各健康福祉ｾﾝ
ﾀｰにおいて飲食店店主や給食従事
者等に対する普及啓発も実施した｡
(30回延3136名)

3,637 3,013

137
県民の安全と健康な暮らしの
ための総合講座の実施
【（教）生涯学習課】

さわやかちば県民ﾌﾟﾗｻﾞで｢柏の葉ｱｶﾃﾞﾐｱ講座｣として
5講座実施予定｡
①ﾛﾎﾞｯﾄと暮らす未来社会
②小･中学生のための運動講座
③食品と保険に関する講座
④がんと食事に関する講座
⑤音律と量子力学に関する講座
※｢県民の安全と健康な暮らしのための総合講座｣を
｢柏の葉ｱｶﾃﾞﾐｱ講座｣と統合

｢柏の葉ｱｶﾃﾞﾐｱ講座｣に統合し,6講座
実施｡
･ﾛﾎﾞｯﾄと暮らす未来社会,33名
･駅伝を楽しもう,33名
･内臓脂肪型肥満の改善と予防,2日
のべ33名
･がんと食生活,47名
･音の波と電子の波,39名

153 131

138
総合型地域スポーツクラブの
設立支援
【（教）体育課】

全ての県民が多面にわたるスポーツの価値を基盤に
しながら､健康で活力のある生活を送り ､互いに支え
合う「スポーツ立県ちば」の一層の推進を目指し､「す
る・みる・ささえる」スポーツを推進するため､幅広い世
代の人々が各自の興味・関心に適ったスポーツを行
えるよう､地域に密着したスポーツクラブの設立を推
進する。

・総合型地域スポーツクラブ情報交換会（クラブサミッ
ト）の開催  ・総合型地域スポーツクラブ交流大会の
実施　等

総合型ｸﾗﾌﾞの定着･発展･充実を支援
するために､ｽﾎﾟｰﾂ推進委員や市町
村生涯ｽﾎﾟｰﾂ担当者を対象に説明会
を行った｡未設置市町村や設立希望
団体に､設立準備の説明会を行った｡
ｸﾗﾌﾞや関係団体の交流を図るため､
情報交換会を実施した.。
県内の総合型ｸﾗﾌﾞ関係者､市町村生
涯ｽﾎﾟｰﾂ行政担当者向けに､千葉県ｸ
ﾗﾌﾞﾏﾈｼﾞｬｰ養成講習会を実施した｡総
合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ交流大会｢ｽﾎﾟﾈｯ
ﾄちば｣を県内の総合型ｸﾗﾌﾞ相互の連
携とｸﾗﾌﾞ関係者の親睦､交流を図ると
ともに､県民のｽﾎﾟｰﾂ体験を通して､総
合型ｸﾗﾌﾞの設立､育成､発展を目指
し､地域ｽﾎﾟｰﾂの推進へ寄与すること
を目的として開催した｡

367 322

　基本的な課題６　生涯を通じた健康づくりの促進
　　施策の方向①　生涯を通じた男女の健康支援の推進
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139
専門医師等による個別相談
の実施
【児童家庭課】

思春期の子供やその家族に対し､心身の様々な問題
や悩みに関する個別相談を実施する｡

相談実績
･4ｾﾝﾀｰ
  51回 延97人

140
喫煙防止等の健康教育の実
施
【児童家庭課】

県健康福祉ｾﾝﾀｰ(保健所)において､思春期にある子
どもや保護者､学校関係者を対象とした思春期保健
に関する健康教育を実施する。

 ･7ｾﾝﾀｰ
   24回 延2,245人に実施

141

思春期保健対策を推進する
関係者による連携会議等の
開催
【児童家庭課】

県健康福祉ｾﾝﾀｰ(保健所)において､思春期保健対策
を推進する関係者間の情報共有や研修､支援体制の
構築を行う会議等を実施する｡

関係者向け講演会
･5ｾﾝﾀｰ
  6回 延256人に実施
連携会議等
･3ｾﾝﾀｰ
  3回 80人が参加

142
保健室健康相談研修会の開
催
【（教）学校安全保健課】

近年､ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関する課題やｱﾚﾙｷﾞｰ疾患等の現
代的な健康課題が生ずるなど児童生徒等の心身の
健康問題が多様化､深刻化している中､これらの問題
に学校が適切に対応することが求められており､学校
における健康相談はこの課題解決のための重要な
役割を果たしている｡
 そのため､養護教諭を対象として､健康相談の知識
や技術及び組織的な支援についての研修を行い､そ
の資質の向上を図る｡

以下2回の研修を実施した｡
･7月24日
研修ﾃｰﾏ:｢養護教諭のためのｶｳﾝｾﾘ
ﾝｸﾞ｣､｢摂食障害の最新の治療｣
･12月12日
研修ﾃｰﾏ:｢事例検討の基礎知識｣､｢
事例研究の進め方とその実際｣

169 113

143
自殺対策の推進
【健康づくり支援課】

県内では依然として1,000名近くの方が自殺により命
を絶っていることを踏まえ､市町村及び各関係団体と
連携協力しながら､相談事業､普及啓発活動､人材養
成事業など自殺防止に関する各種事業に取り組む｡

･利用しやすい相談窓口の開設
 夜間や休日に対面相談を受けること
ができる窓口を船橋駅前に開設した｡
･自殺対策普及啓発事業
 自殺防止の啓発を図るため､ﾎﾟｽﾀｰ
を掲示するほか､啓発品やﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等
を作成配布した｡
･相談支援に当たる人材の育成事業
 保健所､市町村､各機関の相談対応
者への研修を実施した｡
･自殺対策強化事業費補助金
 市町村及び民間団体が行う啓発､相
談事業に対して補助金を交付した｡

87,702 72,903

144
総合的ながん対策の推進
【健康づくり支援課】

がん対策に係る普及啓発を中心に､県民､保健医療
福祉関係者､民間企業､行政が協力しながら､総合
的･計画的にがん対策を推進する｡ 

･がん予防展1回 ･がん講演会 1回 
･がん検診推進員育成講習会 6回
･乳がん啓発ﾋﾟﾝｸﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ 2回 等

がん対策に係る普及啓発を中心に県
民､医療･福祉関係者､民間企業､行政
が協力しながら､総合的･計画的にが
ん対策を推進した｡
･がん予防展1回･がん講演会1回(延
5,288人参加)
･がん検診推進育成講習会 6回(204
名受講)
･乳がん啓発ﾋﾟﾝｸﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ2回等

177,191 166,588

145
青少年を中心とした講習会の
開催
【疾病対策課】

保健所において､学校､大学､地域の集まり等でｴｲｽﾞ
予防･性感染症等に関する講習会を開催し､正しい知
識の普及を図る｡

学校等において計43回講習会を実施
した｡

1,300 867

146
保健所及び休日街頭検査の
実施
【疾病対策課】

保健所において､月に1～2回の頻度で､日中検査(13
保健所1支所)､夜間検査(10保健所)を実施｡また､休
日に街頭HIV検査を実施する｡

保健所において､月に1～2回の頻度
で､日中検査(13保健所1支所)､夜間
検査(10保健所)を実施した｡また､休
日に街頭HIV検査を計4回実施した｡

10,621 7,453

147
情報誌の発行
【疾病対策課】

各保健所､各市町村､各医療機関､県関係課､教育機
関(小･中･高･大学)､日赤等に対し､ｴｲｽﾞ予防啓発･
HIV抗体検査･ｴｲｽﾞ相談に関する広報を実施する｡

ｴｲｽﾞ予防啓発･HIV抗体検査･ｴｲｽﾞ相
談に関する情報誌(STOP AIDS)を計2
回発行し､各保健所､各市町村､各医
療機関､県関係課､教育機関(小･中･
高･大学)､日赤等に対し配布した｡

200 171

148
県立病院における女性専用
外来の実施
【（病）経営管理課】

佐原病院において女性専用外来診療を実施する｡
佐原病院の女性専用外来として10名
の患者が受診した｡

2,505 3,472

149
不正大麻けし撲滅運動
【薬務課】

5月1日から6月30日の運動期間に合わせ､ﾍﾞｲFMや
報道発表を行うことによる広報活動とﾎﾟｽﾀｰ掲示､ﾘｰ
ﾌﾚｯﾄ配布による啓発活動を行う｡

5月1日から6月30日の運動期間に合
わせ､ﾍﾞｲFMや報道発表を行うことに
よる広報活動とﾎﾟｽﾀｰ掲示､ﾘｰﾌﾚｯﾄ
配布による啓発活動を行った｡

0 0

150
「ダメ。ゼッタイ。」普及運動
【薬務課】

6月20日から7月19日の運動期間に合わせ､6月26日
のそごう千葉店前を初め県内各地において啓発活動
を行う｡

6月20日から7月19日の運動期間に
合わせ､6月26日のそごう千葉店前を
初め県内各地において啓発活動を
行った｡

1,970 1,326

151
麻薬・覚醒剤乱用防止運動
【薬務課】

10月から11月の運動期間に合わせ､薬物濫用防止
功労者表彰式及び講習会を行う｡

10月から11月の運動期間に合わせ､
11月6日に薬物濫用防止功労者表彰
式及び講習会を行う｡

2,884 2,314

152
千葉県薬物乱用防止広報強
化月間の実施
【薬務課】

2月の強化月間にりｰﾌﾚｯﾄの家庭回覧や薬物乱用問
題関係機関会議を開催する｡

2月の強化月間にりｰﾌﾚｯﾄの家庭回
覧を実施し､3月に薬物乱用防止対策
推進本部幹事会を開催した｡

755 628

2,142 1,417
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153
薬物乱用防止教育研修会の
開催
【（教）学校安全保健課】

青少年の薬物乱用問題については､若者を中心に大
麻が乱用されている状況があること､また､危険ﾄﾞﾗｯｸﾞ
の若者への広がりが懸念されていることから､薬物乱
用根絶に向けた取組を図る必要がある｡
そこで､薬物乱用の有害性･危険性の啓発を充実させ
るため､学校職員等を対象とした薬物乱用防止教育
についての理解を深める研修会を開催する｡

 8月29日､千葉県文化会館にて薬物
乱用防止教育研修会を実施した｡
 参加人数は1,342名で､薬物乱用防
止教育に関する実践事例の発表､行
政説明及び講演を行った｡

138 130

154
薬物乱用防止標語の募集
【（教）学校安全保健課】

我が国における最近の薬物情勢は､覚せい剤事犯の
検挙人員は減少傾向にあるものの､大麻･MDMA等
合成麻薬については､青少年を中心に乱用されてい
る状況が懸念されている｡
青少年による薬物乱用の根絶に向けた規範意識の
向上を図っていく必要があることから､薬物乱用防止
教育の一環として､中学生･高校生を対象とした薬物
乱用防止標語の募集を行う｡

 県内小中高合わせて503校から
60,712点の作品の応募があった｡
 教育庁内で審査を行い､優秀作品の
受賞者に表彰を行った｡

40 40

155
薬物乱用防止等広報啓発活
動の推進
【（警）少年課】

引き続き､関係機関･団体と連携した薬物乱用防止教
室を開催する｡

薬物乱用の実態やその危険性につい
ての広報啓発活動等により､薬物乱
用がもたらす悲惨な現状を訴えた｡
(開催回数518回､聴講児童生徒数
67,777人(平成30年中))

290 262

156
薬物事犯に対する取締り強
化
【（警）薬物銃器対策課】

薬物需要の根絶に向けて薬物乱用者に対する検挙
活動を推進するとともに､暴力団等が関与する薬物
密輸･密売事犯の取締りを推進します｡

･薬物需要の根絶に向けて取締りを
推進した(検挙人員678人､押収規制
薬物約83ｷﾛｸﾞﾗﾑ(平成30年中))｡
･薬物供給の遮断に向けて関係機関
との連携による水際対策を推進した
(密輸事犯の挙件数71件､検挙人員74
人,押収規制薬物約80ｷﾛｸﾞﾗﾑ(平成30
年中))｡

0 0

157
若年層を重点とした広報啓発
活動の推進
【（警）薬物銃器対策課】

大学生等を対象とした薬物乱用防止講話を実施する
ほか､6月､7月の2か月間を｢薬物乱用防止広報強化
期間｣とし､関係機関･団体と連携した積極的な広報啓
発活動を推進します｡

･民間企業や教育関係者に対する薬
物乱用防止講習会(開催回数38回､受
講者数は5,743人)を開催した｡
･駅頭を始め､商業施設やｲﾍﾞﾝﾄ会場
において薬物乱用防止ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ(17
回)を実施した｡
･平成30年6月､7月の2か月間を｢薬物
乱用防止広報強化期間｣とし､関係機
関と連携したｷｬﾝﾍﾟｰﾝを開催するな
ど､積極的な広報啓発活動を推進し
た｡

48 48

158
エイズ教育用リーフレットの
ホームページへの掲載
【（教）学校安全保健課】

県教育委員会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載されているｴｲｽﾞ教育
用ﾘｰﾌﾚｯﾄの内容を更新する｡

県教育委員会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載され
ているｴｲｽﾞ教育用ﾘｰﾌﾚｯﾄの内容を
更新した｡

0 0

159
性教育研修会の実施
【（教）学校安全保健課】

8月29日千葉県文化会館にて性教育研修会を実施｡
参加者は県内公立学校等の教職員及び教育関係機
関担当者｡内容は性に関する指導の在り方について､
講演と実践発表を実施｡

8月29日千葉県文化会館にて性教育
研修会を実施した｡県内公立学校等
の教職員及び教育関係機関担当者
1186名が参加した｡行政説明および､
講演｢今､学校に求められる性教育｣､
実践発表を実施した｡

525 371

160
母子保健推進協議会等の開
催
【児童家庭課】

母子保健施策の効果的な推進のため､新生児聴覚
検査検討会を開催するとともに､県健康福祉ｾﾝﾀｰ(保
健所)において､母子保健推進協議会等を開催する｡

新生児聴覚検査検討会
･検討会 3回開催
･関係者研修会 2回 延110人参加
母子保健推進協議会等会議
･13ｾﾝﾀｰ
  計38回開催 延720人出席

161
母子保健に関する研修会・講
習会等の開催
【児童家庭課】

市町村･健康福祉ｾﾝﾀｰ(保健所)の母子保健従事者
等を対象に母子保健に対する専門的な知識を習得
するための研修会を開催する｡また､健康福祉ｾﾝﾀｰ
において､管内の母子保健推進員や新生児妊産婦訪
問指導者研修会を開催する｡

母子保健担当者会議   1回 76人
母子保健指導者研修   1回 51人
母子保健従事者研修 22回 643人
その他母子保健に関する研修会
 ･妊娠出産包括支援事業研修会
  1回52人
 ･子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ
  設置準備ｾﾐﾅｰ 2回 30人
 ･周産期ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ研修会
  4回 229人に実施

162

妊娠・出産に関する正しい知
識を普及するためのセミナー
【政策企画課】
【子育て支援課】

自分の将来(ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝ)を考える上での参考とするた
め､妊娠適齢期や高齢出産のﾘｽｸなど､妊娠･出産期
に関する医学的･科学的な知識に加え､命の大切さや
乳幼児期を中心とした子どもの成長にとっての子育
ての大切さなど､子育て期に関するさまざまな知識を
提供するためのｾﾐﾅｰを県内の大学等において開催
予定｡

9回実施し､1,186人参加した｡ 454 200

163
不妊相談センターにおける相
談の実施
【児童家庭課】

不妊に悩む夫婦等に､松戸､印旛､長生､君津健康福
祉ｾﾝﾀｰにおいて不妊治療に関する情報提供や医療
面･精神面での相談を行う｡

実施場所
･4健康福祉ｾﾝﾀｰで実施
 (松戸､印旛､長生､君津)
相談体制
･産婦人科医師､助産師､保健師
相談延べ人員 76人

1,335 918

　　施策の方向②　妊娠・出産等に関する健康支援

5,357 2,491
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164
特定不妊治療費に対する助
成
【児童家庭課】

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため､医療保険
が適用されず､高額な医療費がかかる不妊治療費の
一部を助成する｡
･対象治療 体外受精又は顕微授精･給付内容 初回
の治療について30万円まで(一部治療は7万5千円ま
で)助成し､2回目以降は1回の治療につき15万円まで
(一部治療は7万5千円まで)

助成件数
･実件数 2,410件 
  
･延件数 3,972件

815,866 695,470

165

周産期母子医療センターの
運営費及び医療機関の施
設・設備に対する補助
【医療整備課】

周産期母子医療ｾﾝﾀｰの運営費及び医療機関の施
設･設備に対する補助

運営費補助11病院 施設設備補助1
件

926,465 499,164

166
千葉県周産期医療審議会に
おける検討
【医療整備課】

千葉県周産期医療審議会における検討 開催なし 983 0

167

母体搬送ネットワーク及び母
体搬送コーディネートによる
搬送体制の充実
【医療整備課】

母体搬送ﾈｯﾄﾜｰｸ及び母体搬送ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄにより搬送
体制の円滑化を図る

亀田総合病院(昼間)及び八千代医療
ｾﾝﾀｰ(夜間)に委託を行った｡

20,019 20,018

168 ○

男女共同参画センターにおけ
るフェスティバルの開催､情報
誌の発行
【男女共同参画課】

【ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ】
 男女共同参画社会づくりに向けた機運を高めること
を目的として県民に男女共同参画への理解を深めて
もらうためのﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙを開催する｡
 なお､ｾﾝﾀｰ移転に伴い､外部施設で実施するととも
に､実施時期の見直しを行う｡
【情報誌】
 情報誌として､eﾊﾟｰﾄﾅｰちばを9月と3月の年2回(各
12,000部)発行する｡ｾﾝﾀｰ事業や各地域での取組等
さまざまなﾃｰﾏを切り口とした内容の情報を広報する
ことで､多くの人に男女共同参画の意識を持つことの
重要性を認識していもらい､男女共同参画社会づくり
の推進を図る｡

【千葉県男女共同参画ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ】
健康社会学者の河合 薫先生による
講演会､講演終了後はﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(7団
体)を開催した｡
【情報誌】
｢eﾊﾟｰﾄﾅｰちば｣№24および№25を､そ
れぞれ9月末と3月末(各12,000部)の
年間2回発行した｡

2,524 1,872

170 ○
ホームページ､メールマガジン
等による情報発信
【男女共同参画課】

･ ｢ちばの男女共同参画情報ﾏｶﾞｼﾞﾝ｣を毎月2回発行
する｡
･市町村が開催するｲﾍﾞﾝﾄ等を千葉県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲
載する｡

･登録者約1,400人に対し､毎月2回､
ﾒｰﾙﾏｶﾞｼﾞﾝを配信した｡
･市町村が開催する男女共同参画に
関するｲﾍﾞﾝﾄや講座等の情報を千葉
県HPに掲載した｡

0 0

171 ○
関係機関等が行う研修会等
の取組に対する支援
【男女共同参画課】

･男女共同参画について理解を深めるため､県職員･
教職員に対する研修をはじめ､市町村や企業､各種
団体などの依頼により､県職員を講師として派遣す
る｡

市町村や教育庁などから講師派遣の
依頼を受け､当課職員を講師として派
遣した｡延べ5回､634名(男性342名､
女性292名)に対し､男女共同参画に
ついての講義を実施した｡

0 0

172 ○
あらゆる人々への意識啓発
の展開
【男女共同参画課】

男女共同参画啓発ﾊﾟﾈﾙを男女共同参画週間事業や
市町村のﾛﾋﾞｰ･公民館､市町村でのｲﾍﾞﾝﾄ会場等で展
示する｡

･市町村へのﾊﾟﾈﾙ貸出
四街道市､茂原市､九十九里町(3市
町)
･毎年6月23日～29日の男女共同参
画週間に合わせ､千葉そごう地階でﾊﾟ
ﾈﾙ展を開催した｡

207 142

基本目標Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり
　基本的な課題７　男女共同参画への意識づくり
　　施策の方向①　あらゆる人々にとっての男女共同参画の推進

1,209 928

【男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ&ﾈｯﾄﾜｰｸ会
議】
講演会として､瀬地山 角先生による｢
笑って考えよう｡未来のこと､男女(ひ
と)のこと｣と西山 恵美子先生による｢
男女共同参画ｾﾝﾀｰのﾐﾗｲ｣と､ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ会議を行った｡
【関係機関との連携講座】
･大学等との連携
千葉商科大学と連携して､｢初めの一
歩を学ぼう! ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成講座｣を
ﾃｰﾏに､女性の起業支援講座を実施
した｡
和洋女子大学と連携して､｢夏休み!親
子で学ぼう!!野菜不足解消講座｣をﾃｰ
ﾏに､親子で参加ができる食育講座を
実施した｡ 
･地域団体等との連携
千葉県医師会と連携して｢『終活』と医
療を考える 人生最期の時間をどう生
きるか｣をﾃｰﾏに､医師による講演と個
別相談会､参加医師によるお話し会を
実施した｡ 
千葉商工会議所等と連携して､｢あな
たの職場が選ばれる会社であるため
に必要なこと～人手不足･収益ｱｯﾌﾟの
処方箋ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ～｣をﾃｰﾏに講演を
実施した｡

男女共同参画の意識啓発のためのｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ､自己
啓発(ｽｷﾙｱｯﾌﾟ)講座及び関係機関と連携した専門的
講座を開催し､男女共同参画についての啓発と県民
の交流を図る｡
○男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ
○男女共同参画社会づくりﾈｯﾄﾜｰｸ会議
○関係機関と連携した男女共同参画に関する専門
講座
･大学等との連携講座
･地域団体等との連携講座
○女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座

各種講座・研修会の開催
【男女共同参画課】

○169
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

173 ○
関係機関との連携による専
門講座
【男女共同参画課】

・大学等との連携講座
・地域団体等との連携講座

【関係機関との連携講座】
･大学等との連携
千葉商科大学と連携して､｢初めの一
歩を学ぼう! ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成講座｣を
ﾃｰﾏに､女性の起業支援講座を実施
した｡
和洋女子大学と連携して､｢夏休み!親
子で学ぼう!!野菜不足解消講座｣をﾃｰ
ﾏに､親子で参加ができる食育講座を
実施した｡ 
･地域団体等との連携
千葉県医師会と連携して｢『終活』と医
療を考える 人生最期の時間をどう生
きるか｣をﾃｰﾏに､医師による講演と個
別相談会､参加医師によるお話し会を
実施した｡ 
千葉商工会議所等と連携して､｢あな
たの職場が選ばれる会社であるため
に必要なこと～人手不足･収益ｱｯﾌﾟの
処方箋ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ～｣をﾃｰﾏに講演を
実施した｡

施策コード169
の予算に含む

施策コード169
の決算に含む

174 ○
男女共同参画センターにおけ
る相談事業の実施
【男女共同参画課】

女性及び男性のための総合相談(一般相談･専門相
談)及びDV被害女性の相談及びｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞを実施す
る｡

【女性のための総合相談】
 のべ6,953件の相談に応じた｡
 (電話相談6,278件(うちDV相談793
件)､面接相談265件(うちDV相談192
件)､ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ345件(うちDV相談189
件)
 法律相談37件(うちDV相談31件)､こ
ころの相談28件(うちDV相談12件))
【男性のための総合相談】
 のべ735件の相談に応じた｡
 (電話相談633件(うちDV相談25件)､ｶ
ｳﾝｾﾘﾝｸﾞ102件(うちDV相談15件))

19,889 18,805

175 ○
男女共同参画苦情処理制度
の活用
【男女共同参画課】

男女共同参画に関する県の施策に係る苦情申出が
あった場合､迅速に処理する。

平成30年度については､苦情の申し
出はなかった。

179 23

176 ○
千葉県男女共同参画推進連
携会議の充実
【男女共同参画課】

県と連携しながら民間における男女共同参画の自主
的な取組を推進することを目的に､産業･地域･教育
分野における県域組織で構成された男女共同参画
推進連携会議により､県と団体･団体相互の意見･情
報交換や研修会､講演会等を開催するとともに､団体
及び参加団体へ幅広く働きかけを行う｡
本県における女性の活躍を効果的かつ円滑に推進
するため､女性活躍推進法に基づく協議会として設置
された女性活躍推進特別部会で､構成団体の有用な
取組について､情報共有するとともに､女性の活躍支
援策やﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの普及促進等について協議
を行っていく｡

全体会･女性活躍推進特別部会合同
シンポジウム及び産業､地域､教育の
各部会を､計6回開催した。
延べ参加団体数は69団体､参加者数
は459名であった。参加者の満足度は
非常に高く､事後アンケートでは､各部
会参加者の93.6％が「非常に役に
立った」「役に立った」と回答した。

3,652 1,693

177 ○
千葉県男女共同参画社会づ
くりネットワーク会議の充実
【男女共同参画課】

男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑとﾈｯﾄﾜｰｸ会議を同日開催す
る｡

【男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ&ﾈｯﾄﾜｰｸ会
議】
講演会として､瀬地山 角先生による｢
笑って考えよう｡未来のこと､男女(ひ
と)のこと｣と西山 恵美子先生による｢
男女共同参画ｾﾝﾀｰのﾐﾗｲ｣と､ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ会議を行った

49
施策コード169
の決算に含む

178 ○
千葉県男女共同参画地域推
進員制度の充実
【男女共同参画課】

各市町村で活躍する地域推進員を増やす｡
･地域推進員設置市町村数:43市町村 63名(H30.8.15
現在)
･県内6地域で推進員の企画によるﾌｫｰﾗﾑ等を実施
予定 12事業程度

・地域推進員設置市町村数:42市町村
62名(H31.3.31)
･県内6地域で地域推進員による講座
等の開催(12事業705人)及び啓発用
新聞の発行

2,374 1,405

179
県民意識調査等による県民
意識の実態把握
【男女共同参画課】

平成30年度は実施予定無し 実施無し 0 0

180
ネットワークを活用した情報
収集､提供
【男女共同参画課】

男女共同参画関係団体等に対して､国や国立女性教
育会館､県等が主催するｾﾐﾅｰやﾌｫｰﾗﾑの情報を収
集し､提供するとともに､広報啓発活動に対する支援
を行う｡
 また､男女共同参画に関する書籍やDVDを購入し､
情報ｺｰﾅｰで貸出を実施することで県民に対する意
識啓発及ぶ団体等の活動支援につなげる｡

新規購入にあたり全4回の図書選定
を行い､計174冊の図書及び2本の映
像資料(上映権付き)を購入｡閲覧･貸
出に供した｡

555 511

　　施策の方向②　男女共同参画に関する調査研究､情報の収集・整備・提供
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

181
啓発用ビデオの貸出し
【健康福祉政策課】

人権についての正しい知識と理解を深めてもらうた
め､人権啓発ﾋﾞﾃﾞｵの貸出しを行う｡

人権についての正しい知識と理解を
深めてもらうため､人権啓発ﾋﾞﾃﾞｵの貸
出しを行った｡105件(170本)

300 154

182
人権啓発指導者養成講座の
開催
【健康福祉政策課】

人権啓発･教育に関し指導的な立場の人を対象とし
て､必要な知識と技能を修得することができるよう､人
権啓発指導者養成講座を開催する｡

人権啓発･教育に関し指導的な立場
の人を主な対象として､必要な知識と
技能を修得することができるよう､人
権啓発指導者養成講座を10月に開
催した｡
(参加者 延べ661人)

2,821 2,284

183

教科､道徳､特別活動等の教
職員研修の実施
【（教）学習指導課】
【（教）児童生徒課】

児童生徒が発達段階に応じて､男女の平等や男女相
互の理解と協力の重要性､性的ﾏｲﾉﾘﾃｨｰ等について
の正しい理解と認識を深められるよう､県総合教育ｾﾝ
ﾀｰとも連携を図りながら､初任者研修､学校人権教育
指導者研修､教科､道徳､特別活動等の研修を計画
し､実施する｡

県内全ての小学校道徳教育推進教
師を対象にした研修会を4回開催し
た｡千葉県の道徳教育の基本的な方
針にもとづき､思いやりや友情につい
て重点的に扱うよう指導している｡【学
習指導課】

18,711 18,095

184
学校人権教育研究協議会の
開催
【（教）児童生徒課】

教育事務所の人権教育担当者を対象とした｢担当指
導主事協議会｣を年6回､市町村教育委員会の人権
教育担当者を対象とした｢全体協議会｣を年1回開催
する｡教育事務所ごとに公立幼稚園､認定こども園､
小中学校､義務教育学校の人権教育担当者を対象と
する｢地区別協議会｣を開催する｡高等学校の管理職
と人権教育担当者を対象とする｢高等学校協議会｣を
年1回開催する｡

それぞれの協議会を予定通り実施し
た｡参加者は｢担当指導主事協議会｣
が52名､｢全体協議会｣が60名､｢地区
別協議会｣が1,156名､｢高等学校協議
会｣が263名であった｡

347 341

185
学校人権教育推進校協議会
の開催
【（教）児童生徒課】

推進校協議会を年5回実施予定(参加体験型研修､推
進校の授業参観を含む)｡2回は講演会を実施する｡ま
た､校種別､地区別協議会を開き､情報交換をするとと
もに､自校における人権教育推進上の課題を明確に
し､人権教育の推進を図る｡

予定通り年5回実施した｡行政説明､
校種別協議､地区別協議､参加体験
型研修､実践発表会､講演(｢障害者差
別解消法と合理的配慮｣､｢部落差別
解消法と人権教育｣)､推進校訪問な
ど､多様な研修を行った｡

33 30

186
学校人権教育指導資料の作
成
【（教）児童生徒課】

指導資料(ﾘｰﾌﾚｯﾄ形式)を県内公立幼､認定こども園､
小､中､義務教育学校､高､特別支援学校の全本務教
員に配付する(発行数45,000部)｡

指導資料(ﾘｰﾌﾚｯﾄ形式)を県内公立
幼､認定こども園､小､中､義務教育学
校､高､特別支援学校の全本務教員
に配付した(発行数45,000部)｡

360 297

187
学校人権教育研究指定校事
業の実施
【（教）児童生徒課】

県立成東高校を研究校に指定(2年目)｡2年間にわた
る,人権教育に関する教育内容,教育方針等について
の調査研究を行い､その成果の普及を図る｡

県立成東高校を研究校に指定し､｢人
権教育に関する教職員研修｣という主
題で研究した｡そして､学校人権教育
研究協議会高等学校協議会にて実
践発表を行った｡

60 40

188
セクシュアル・ハラスメントに
関する実態調査の実施
【（教）教職員課】

12月までに､各県立学校全生徒､全職員を対象に､ｾｸ
ﾊﾗの防止をはかるために､ｾｸﾊﾗに係るｱﾝｹｰﾄを実施
し､結果をHP等で公表する｡

11月に公立学校全児童生徒､､全職
員を対象に､ｾｸﾊﾗ防止を図るために､
ｱﾝｹｰﾄを実施するよう通知し､各学校
において､1月までの間にｱﾝｹｰﾄを実
施した｡ｱﾝｹｰﾄ結果については､令和
元年7月頃に､県のHP等で公表した｡

0 0

189

セクシュアル・ハラスメント防
止に関するリーフレットの配
付
【（教）教職員課】

ｾｸﾊﾗ防止を含めた不祥事根絶ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを再改訂し､
各県立学校に配付する｡

ｾｸﾊﾗ防止を含めた不祥事根絶ﾘｰﾌ
ﾚｯﾄを再改定し､各県立学校に配付し
た｡

0 0

190
子どもと親のサポートセン
ターにおける教育相談
【（教）児童生徒課】

学校生活に関すること､心や身体のこと､その他進路
や適性に関すること等､個々の状況に応じて､本人及
び保護者､教職員に対し､相談活動を通して支援･援
助を行う｡

平成30年度の相談件数は電話､来
所､ﾒｰﾙ､FAXを合わせて15,294件で
あった｡

61,667 60,354

191

スクールカウンセラー､スクー
ルソーシャルワーカー等の派
遣
【（教）児童生徒課】

千葉市を除く県内全公立中学校324校と県立高等学
校80校､公立小学校150校にｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰを配置す
るとともに､地区不登校等対策拠点校12校を含む公
立小中学校15校と､定時制課程を置く県立高等学校7
校､地域連携ｱｸﾃｨﾌﾞｽｸｰﾙ4校にｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰを
配置し､教育相談の充実を図る｡

千葉市を除く県内全公立中学校324
校と県立高等学校80校､小学校150校
にｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰを配置するとともに､
地区不登校等対策拠点校12校を含
む公立小中学校15校と､定時制課程
を置く県立高等学校7校､地域連携ｱｸ
ﾃｨﾌﾞｽｸｰﾙ4校にｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰを
配置し､教育相談の充実を図った｡

657,633 609,284

192
社会人権教育指導者養成講
座の開催
【（教）生涯学習課】

人権に対する正しい理解と深い認識を持った人権教
育の指導者･支援者の養成を図るために､4回の講座
を実施する｡

人権に対する正しい理解と深い認識
を持った人権教育の指導者･支援者
の養成を図るために､4回の講座を開
催し､10市町13名の修了者を輩出し
た｡

167 167

193
ウェブサイト等による情報提
供
【（教）生涯学習課】

①家庭教育支援のため､Webｻｲﾄの掲載内容を毎月
確認し､随時更新
②学校､市町村等のWebｻｲﾄからの当ｻｲﾄへのﾘﾝｸ化
の促進､家庭教育ﾘｰﾌﾚｯﾄやﾁﾗｼによる当ｻｲﾄの周知

①家庭教育支援のため､Webｻｲﾄの掲
載内容を毎月確認し､随時更新
②学校､市町村等のWebｻｲﾄへのﾘﾝｸ
と､家庭教育ﾘｰﾌﾚｯﾄやﾁﾗｼによる当ｻ
ｲﾄの周知
[ｻｲﾄの更新回数]
 38回(30年度実績)

0 0

　基本的な課題８　男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実
　　施策の方向①　学校教育･社会教育等における男女共同参画の啓発・推進
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

194

家庭教育支援に関する研修
講座の開催及び講座活性化
の推進
【（教）生涯学習課】

市町村相談員及び子育てｻﾎﾟｰﾀｰﾘｰﾀﾞｰ等のための
家庭教育研修講座
  市町村相談員及び子育てｻﾎﾟｰﾀｰﾘｰﾀﾞｰ等の養成
を図るため､家庭教育に関する専門的な知識やｶｳﾝｾ
ﾘﾝｸﾞに関する知識･技術の習得及び資質の向上を図
る研修講座を実施し､本県の家庭教育相談体制の一
層の充実強化を図る｡

市町村相談員及び子育てｻﾎﾟｰﾀｰﾘｰ
ﾀﾞｰ等のための家庭教育研修講座
 家庭教育支援に関する知識の習得
と資質向上のため､市町村相談担当
者等に講座Ⅰと講座Ⅱを実施した｡
講座Ⅰ(4回開催､受講修了者48名)
講座Ⅱ(4回開催､受講修了者45名)

703 619

195
県立学校改革の推進
【（教）教育政策課】

実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを推進するために関係機関等との連絡
調整及び広報を実施する｡

実施ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを推進するために関係
機関等との連絡調整及び工法を実施
した｡

1,438 915

196
高校生インターンシップの推
進
【（教）学習指導課】

高校生が､望ましい職業観や勤労観を養い職業に関
する知識や技能を身に付けるとともに､自己の個性を
理解し主体的に進路を選択する能力を高めるため､
企業現場等で､就業体験(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)を実施する｡

高校生に職業観や勤労観を養い､職
業に関する知識や技能を身に付けさ
せるため､企業現場等で就業体験(ｲﾝ
ﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)県においては､県庁ｲﾝﾀｰﾝ
ｼｯﾌﾟを実施した｡本県全日制高校のｲ
ﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実施率は約87.3%と昨年比
△1.6%であった｡

0 0

197
高等学校進路指導研究協議
会の開催
【（教）学習指導課】

5月と11月の年2回､公立高等学校及び私立高等学
校の進路指導主事､又はこれに代わる者を対象とし
て､高等学校進路指導の現状と課題について研究協
議を行い､進路指導の在り方を探るとともに教職員の
進路指導に関する指導力の向上を図る｡千葉労働
局､商工労働部､生涯学習課､指導課人権教育室の
協力のもと実施する｡

年2回の公立高等学校及び私立高等
学校の進路指導主事､又はこれに代
わる者を対象として､高等学校進路指
導の現状と課題を分析し､進路指導
の在り方を探るとともに教職員の進路
指導に関する指導力の向上を図って
きた｡この結果､就職内定率は96.9%と
昨年度を上回る就職内定率の結果に
つながった｡

0 0

198
県及び市町村防災会議への
女性の参画促進
【防災政策課】

防災会議における女性委員の登用がなされていない
市町村も残っているので､引き続き､防災会議への女
性委員の積極的な登用について促進する｡

昨年に比べ防災会議における女性委
員を登用している市町村数が増加し
た｡

0 0

199

高校生等防災教育基礎講
座・高校生等防災パワーアッ
プ講座
【防災政策課】

 高校生等防災教育基礎講座を､10校で実施し､高校
生の防災力の向上を図る｡
 また､高校生等防災ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ講座を､平成30年8月
21日､22日に千葉市ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｾﾝﾀｰで開催する｡

 高校生等防災教育基礎講座を防災
に関する講演(講師派遣)を基本とし､
加えて希望する高校では模擬体験
(起震車･煙体験ﾊｳｽ)を12校で実施し
た｡
 また､高校生等防災ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ講座
を､平成30年8月21日､22日に千葉市
ﾋﾞｼﾞﾈｽ支援ｾﾝﾀｰで開催した｡

998 724

200
市町村における避難所運営
マニュアルの作成促進
【防災政策課】

市町村が集まる会議等の場で避難所運営ﾏﾆｭｱﾙの
作成を促していく｡

市町村担当者が集まる会議の場で､
避難所運営ﾏﾆｭｱﾙの作成を働きか
け､平成30年7月1日現在､県内48市
町村で作成済となった｡

0 0

201
災害対策コーディネーターの
活動支援
【防災政策課】

 広域的な連携･協力関係を築き､災害対策ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰの全体的なﾚﾍﾞﾙを底上げするため､専門的な講義
や具体的な取組事例発表などにより､実践的な防災
知識の習得を目指し､千葉県災害対策ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰｽ
ｷﾙｱｯﾌﾟ講座を開催する｡

災害対策ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰｽｷﾙｱｯﾌﾟ講座
を､平成31年3月13日に千葉県教育会
館で開催した｡

140 132

202
消防団活動への参画促進
【消防課】

大学生を中心とした若年層への消防団の重要性の
理解と加入の促進を図るため､引き続き学生消防隊
及び関係機関と連携し､啓発ｲﾍﾞﾝﾄや広報を実施す
る｡

県民の日ちばﾜｸﾜｸﾌｪｽﾀやｲｵﾝﾓｰﾙ
幕張新都心において､消防庁が作成
した女性消防団員加入促進のﾊﾟﾝﾌﾚｯ
ﾄ等を配布した｡
また､消防団への理解促進を図るた
め､高校生を対象に体験講座や消防･
防災活動に係る出前講座を実施した｡

2,500 1,496

　基本的な課題９　防災分野における男女共同参画の促進
　　施策の方向①　男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の促進

　　施策の方向②　多様な選択を可能にし､個性を伸ばす教育・学習の充実

　　施策の方向②　消防・防災活動における女性の活躍促進
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事業の実施予定 事業の実施結果
当初予算額

（千円）
決算額
（千円）

重点 事業名
事業
番号

平成３０年度

203
千葉県男女共同参画推進本
部・幹事会の開催
【男女共同参画課】

･市町村担当者との合同研修会1回
･幹事会2回､推進本部1回を開催予定｡

市町村担当者を対象とする合同研修
会と併せて幹事会を開催した｡(1回)

0 0

204
千葉県男女共同参画推進懇
話会の開催
【男女共同参画課】

･懇話会2回､計画評価専門部会4回開催予定｡
･第4次男女共同参画計画及びDV防止･被害者支援
基本計画(第4次)の評価について報告する｡
･男女共同参画推進及びDV防止･被害者支援に係る
施策について意見を伺う｡

･懇話会を3回､計画評価専門部会を4
回開催した｡
･第4次男女共同参画計画及びDV防
止･被害者支援基本計画(第4次)の評
価について報告を行った｡
･男女共同参画ｾﾝﾀｰ移転後の機能
拡充・強化について報告を行った｡

895 708

205
男女共同参画センターの機
能強化
【男女共同参画課】

･女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座の内容を拡充する｡
･ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑとﾈｯﾄﾜｰｸ会議を同時開催する｡

【女性ﾘｰﾀﾞｰ養成講座】
地域活動の場などにおいて､ﾘｰﾀﾞｰと
して活躍する人材育成を目的とし､｢も
うひと花咲かせ隊｣をﾃｰﾏに､それぞ
れの女性の目標に合わせて､就労･就
農･起業とｼﾞｬﾝﾙを分けて講座を行っ
た｡ (全9回)
【男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ&ﾈｯﾄﾜｰｸ会
議】
講演会として､瀬地山 角先生による｢
笑って考えよう｡未来のこと､男女(ひ
と)のこと｣と西山 恵美子先生による｢
男女共同参画ｾﾝﾀｰのﾐﾗｲ｣と､ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ会議を行った｡

施策コード
168､169の予
算に含む

施策コード
168､169の決
算に含む

206
千葉県男女共同参画地域推
進員制度の充実
【男女共同参画課】

各市町村で活躍する地域推進員を増やす｡
･地域推進員設置市町村数:43市町村 63名(H30.8.15
現在)
･県内6地域で推進員の企画によるﾌｫｰﾗﾑ等を実施
予定 12事業程度

・地域推進員設置市町村数:42市町村
62名(H31.3.31)
･県内6地域で地域推進員による講座
等の開催(12事業705人)及び啓発用
新聞の発行

2,374 1,405

207
市町村における推進体制づく
りの支援
【男女共同参画課】

第1回:市町村担当者を対象に､研修会を実施予定 
第2回:男女共同参画計画未策定の東部地域､南部地
域の市町村を対象に､2会場で研修を実施予定

第1回:H30.4.26 推進本部幹事会幹事
34名､市町村担当者36名 
講演｢男女共同参画社会の形成に向
けて｣鹿嶋　敬 氏
第2回:H31.1.18(芝山町)3名
　　　　H31.1.22(長柄町)8名
講義｢誰もが光り輝く元気な千葉県を
目指して」山口　文代　氏

105 98

208
市町村における男女共同参
画計画策定の支援
【男女共同参画課】

男女共同参画計画･DV対策計画等の未策定市町村
を支援するため､ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを派遣する｡
6市町村を予定｡

市が実施する研修会等にｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
を派遣した｡6市(印西､袖ケ浦､旭､南
房総､佐倉､山武)実施｡

210 202

209
千葉県男女共同参画推進連
携会議の充実
【男女共同参画課】

県と連携しながら民間における男女共同参画の自主
的な取組を推進することを目的に､産業･地域･教育
分野における県域組織で構成された男女共同参画
推進連携会議により､県と団体･団体相互の意見･情
報交換や研修会､講演会等を開催するとともに､団体
及び参加団体へ幅広く働きかけを行う｡
本県における女性の活躍を効果的かつ円滑に推進
するため､女性活躍推進法に基づく協議会として設置
された女性活躍推進特別部会で､構成団体の有用な
取組について､情報共有するとともに､女性の活躍支
援策やﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの普及促進等について協議
を行っていく｡

全体会･女性活躍推進特別部会合同
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ及び産業､地域､教育の各
部会を､計6回開催した｡
延べ参加団体数は69団体､参加者数
は459名であった｡参加者の満足度は
非常に高く､事後ｱﾝｹｰﾄでは､各部会
参加者の93.6%が｢非常に役に立った｣
｢役に立った｣と回答した｡

3652 1,693

210
千葉県男女共同参画社会づ
くりネットワーク会議の充実
【男女共同参画課】

男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑとﾈｯﾄﾜｰｸ会議を同日開催す
る｡

【男女共同参画ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ&ﾈｯﾄﾜｰｸ会
議】
講演会として､瀬地山 角先生による｢
笑って考えよう｡未来のこと､男女(ひ
と)のこと｣と西山 恵美子先生による｢
男女共同参画ｾﾝﾀｰのﾐﾗｲ｣と､ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ会議を行った｡

49
施策コード169
の決算に含む

211
千葉県男女共同参画地域推
進員制度の充実
【男女共同参画課】

各市町村で活躍する地域推進員を増やす｡
･地域推進員設置市町村数:43市町村 63名(H30.8.15
現在)
･県内6地域で推進員の企画によるﾌｫｰﾗﾑ等を実施
予定 12事業程度

・地域推進員設置市町村数:42市町村
62名(H31.3.31)
･県内6地域で地域推進員による講座
等の開催(12事業705人)及び啓発用
新聞の発行

2,374 1,405

212

「女性の職業生活における活
躍の推進に関する法律」に基
づく協議会の設置の検討
【男女共同参画課】

平成29年6月に､｢千葉県男女共同参画推進連携会
議｣に｢女性活躍推進特別部会｣を設置
･第1回会議…産業部会等合同で開催予定
･第2回会議…｢男性の仕事と子育て両立支援ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄ｣をﾃｰﾏに､全体会･女性活躍推進特別部会合同で
ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催予定
･働き方やﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽについて考えるﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを
作成し､配布を行う予定

｢千葉県男女共同参画推進連携会
議｣に､女性活躍推進に向けた協議を
行う場として設置した､｢女性活躍推進
特別部会｣において､構成団体の有用
な取組について､情報共有するととも
に､女性の活躍支援策やﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞ
ﾗﾝｽの普及促進等について協議を
行った｡
①ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催
 ｢男性の仕事･子育て両立支援｣をﾃｰ
ﾏに､ﾒｲﾝﾀｰｹﾞｯﾄの男性労働者に加
え､管理職や女性の意識を変えていく
ことをﾃｰﾏに､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催
②ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成･配布
 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの成果等をﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄにまと
め､配布 15,000部作成

施策コード176
の予算に含む

施策コード176
の決算に含む

213
国及び各都道府県との男女
共同参画に関する情報交換
【男女共同参画課】

内閣府が開催する各種研修会等に積極的に参加す
る等により､国との情報共有･情報交換を図る｡また､
各都道府県との情報交換を積極的に行う｡

内閣府が開催する会議に参加し､国と
の情報共有･情報交換を図った｡
また､都道府県との情報交換を積極
的に行った｡

0 0

推進体制
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